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　連合は、2010年から「職場から始めよう運動」を展開しています。この運動は「同じ職場・地域
で働く有期・短時間・契約・派遣労働者等が抱えている課題を、自らにつながる課題として捉え、
その改善のために何ができるかを考えてアクションにつなげていく」ものです。
　今年も構成組織・地方連合会の皆様の協力を得て、「職場から始めよう運動 取り組み事例集」
を発行することができました。大変お忙しい中、ご協力いただいた方々に深く御礼申し上げます。

　2018年の労働力調査では、正社員以外の雇用形態で働く人の数は2,120万人と増加し、雇用
労働者の37.9％を占めるまでになりました。多様な働き方が、労働者数全体を増加させている側
面もある一方で、勤続を重ねても上がらない賃金や退職金・一時金など各種手当の支給のあり方、
不合理な格差や有期・間接という不安定な雇用など多くの課題が出てきています。このような状
況に対して、遅ればせながら法律の整備が始まってきました。2018年4月１日から改正労働契約
法による無期転換・9月30日からは改正労働者派遣法による派遣可能期間制限のルールが本格
的にスタートしました。また、「働き方改革関連法」の成立により「雇用形態に関わらない公正な
待遇の確保」に向けて様々な法改正が行われ、2020年4月より施行されます。
　
　2019春季生活闘争では、非正規労働者の賃上げ、処遇改善を闘争の中心に据え、賃上げ額は
昨年を上回り、処遇改善に向けた取り組みを多くの組織で積極的に展開し、成果を上げることが
できました。

　有期・短時間・契約・派遣労働者等にとって、今ほど労働組合が重要な位置づけとなり、頼り
になる存在として期待されている時代はありません。法整備が進んでいく中で、労使がともに法
の主旨を理解し、同じ職場のすべての仲間にとって働きやすい職場となるように労働組合がリー
ダーシップをとって、今までの制度や慣習を見直していかなければなりません。
　同じ職場の正社員以外の仲間を組織化していない労働組合は、最優先に組織化を進め、すべ
ての働く人が、連帯し安心して働き続けられる職場づくりに向けて強力に取り組んでいきましょう。

　非正規労働センターは、今までも非正規雇用の課題だけでなく若年雇用・外国人労働などの
課題にも取り組んできました。今後は雇用関係のない「曖昧な雇用」などの課題についても対応し
「真の多様性」が根づく職場・社会の実現に向けて、その対象範囲をさらに拡げた取り組みを進
めていきます。
　この取り組み事例集を活用し、すべての働く人の処遇改善と組織化に向けて大きな一歩を踏
み出すことを期待しています。すべての働く人のために、ともに頑張りましょう。

2019年9月
日本労働組合総連合会
非正規労働センター

は じ め に

2019職場から始めよう運動
取り組み事例集
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国籍問わず、職場で働くすべての仲間が「働き続けたい」をめざして

ＵＡゼンセン｜ハイデイ日高労働組合
事例
1

組合づくり・組合加入

（1）背景　
●店舗が増えていく中、また今後も店舗拡大が掲げられる中、
職場で働くすべての仲間が、働き続けたいと思える職場にし
ていきたい。そのためには、職場で働く従業員の生の声を直
接会社に伝えることが必要。それを担うことができるのは労
働組合だという現執行委員長の強い思いで組合結成を決意。
●創業者である会長や社長の「従業員第一」の思いに応えるた
めにも組合結成は必須と確信。
●継続的な活動のためには上部団体（ＵＡゼンセン）への加盟
が必要と考え、組合結成の決意とともに上部団体加盟を前提
に結成準備。

取り組み概要

●首都圏を中心にラーメン店など429店舗(直営店)、4店
舗（フランチャイズ）の運営
●従業員数：約9‚000名　（2019年5月現在）

●組合員数：約9‚000名　（2019年5月現在）

●ユニオン・ショップ制
●組合員範囲：経営陣以外の全従業員

ハイデイ日高労働組合

株式会社ハイデイ日高

●何もかもが初めてですべての事が手探り状態。上部
団体（ＵＡゼンセン）の勉強会にも積極的に参加し、少
しでも早く労働組合の役割を果たし、みんなの組合に
していきたい。
●お客さんに喜んでもらえる店舗でありたい。そのため
には職場で働くすべての仲間にとって働きやすい職
場が必要。現場の声に耳を傾け、会社と仲間をつなぎ、
労使でより良い労働環境づくりを進めたい。

執行部
●従業員のことを第一に考える会社側は、組合結成の
趣意を理解し協力的。組合からの要求である組合費の
チェックオフができるよう、給与システムを構築。さら
に組合結成に合わせて要求した賃金の引き上げに対
し、正社員月給10,000円、フレンド社員時給20円の
引き上げに応じた。

会社側の対応

正社員：約800名、フレンド社員：約8,200名

正社員：約800名、フレンド社員（パート・アルバイトな
ど）：約8,200名
（注）フレンド社員のうち約4,000名が外国人労働者（主

に留学生（週28時間以内勤務））

今後の
取り組み

店舗で働く外国人労働者が組合に加入し
注目されたことについて委員長にお尋ね
したところ、「外国人の仲間の力なくして
職場は回らない。外国人の仲間にとって
も働きやすい職場にしたい、日高屋で働
けて良かったと思ってもらいたい。外国
人の仲間を組合員に迎え雇用や労働環
境を守っていくのは当然のこと」とサラッ
と答えが返ってきたよ。決して特別なこと
じゃないってことを教えてもらったよ。

ココ知っとこ

●労働組合の存在をすべての従業員に
知ってもらうための取り組み。
●特にフレンド社員の声を聞く機会（アン
ケートの実施など）の検討。
●外国人労働者の福利厚生の充実、「労
働組合専用ダイヤル」における言語対応。

労働組合として初めの一歩は、「職場で働
く仲間の生の声を拾うこと！」との思いから
「ハイデイ日高労働組合専用ダイヤル」を
設置。429店舗で働く9,000名の組合員
に専用ダイヤルの存在を知ってもらうた
め、会社側にも理解を求めて「専用ダイヤ
ル設置のお知らせ」を各店舗の休憩室に
掲示したよ。
「職場で働くすべての仲間」の労働組合
であろうとする執行部の熱意が伝わるね。

外国人労働者のために中国語、ベトナム
語、英語に翻訳したQ&Aを作成したよ。
「職場で働くすべての仲間」のための労
働組合をめざす強い思いの証だね。

（２）経過

●2018年2月23日

組合結成（メンバー3名）
・429店舗で働く9,000名に組合結成前に声をかける
ことは難しいと判断。組合結成後に加入活動を進める
ことに
・労働組合の必要性、すべての従業員が労働組合に加
入することの重要性、会社とユニオンショップ協定締
結の予定、組合費などをＱ＆Ａ形式でまとめた冊子を
配布用に準備

●2018年3月12日

429店舗の全店長へ組合結成の報告・概要説明・加入活動
・全店舗の店長が集まる「経営計画発表会（経営者側主
催）」の機会を活用し、組合結成の報告、設立趣旨、組
合の必要性・メリット、上部団体加盟、共済制度などの
概要を説明
・「ハイデイ日高労働組合Ｑ＆Ａ」を配布

・全店長(429名)が組合加入届を提出
■組合費：正社員基本給の1.5％（上限4,000円）

フレンド社員時給(各種手当除く)×勤務時間の
1.0％（上限1,500円）

●2018年3月12日～

職場のフレンド社員へ組合加入説明を展開
各店舗の店長が上部団体（ＵＡゼンセン）のメンバーとと
もに組合加入の説明を展開

中国語

ベトナム語
職場で働くベトナム人定期大会（2018年11月）

●2018年4月16日

躍進大会（参加者約200名）
■組合員：9,000名（ユニオンショップ協定締結）
■執行部：16名（2018年9月～委員長1名が組合専従）

●2018年4月18日

躍進大会報告会（躍進大会に参加できなかった約200名）

●2018年11月29日

第１回定期大会（参加者約100名）
・活動方針、予算確認・労働組合専用ダイヤル設置

●2019年4月11日

はじめての団体交渉
UAゼンセンの統一賃金・統一闘争に従い要求を行った
【要求内容】

1.賃上げ額
正社員：1人当たり平均所定内賃金9,500円
（3.3%）引き上げることとする
2.パートタイム組合員の時間給の引き上げ
フレンド社員：時間給40円（3.4％）引き上げるこ
ととする
3.一時金要求額
正社員：冬2.5ヵ月、夏2.5ヵ月、年間5ヵ月とする。
4.パートタイム組合員の一時金要求額
フレンド社員：2ヵ月以上とする
5.実施時期と有効期限
実施時期は2019年4月度とし、有効期限は
2020年3月度とする

当事者の声
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組合づくり・組合加入

自らの処遇は自ら声を上げて改善を

自治労｜島根県非常勤職員労働組合
事例
2

（1）背景　
●2015年に自治労島根県本部の取り組みで臨時・非常勤職員
を対象とした集会を開催。日頃の職場での不満や雇用に対す
る不安の声を把握。
●集会に参加した臨時・非常勤職員は労働組合の大切さと必要
性を実感。
●島根県職員連合労働組合(県職労)は、臨時・非常勤職員の処
遇改善のためには、自らが声を上げる場として臨時・非常勤
職員の労働組合が必要であると確信し、組合結成に向けてと
りくむことを決意。
●2020年度4月から「会計年度任用職員制度」が導入され、
臨時・非常勤職員の任用制度が大きく変わることへの対応も
必要。

取り組み概要

●職員数：約6,500人　（2019年4月現在）

●組合員数：86人　（2019年4月現在）

●オープン・ショップ制
●組合員範囲：島根県庁で働くすべての臨時・非常勤職員
（約1,500人が対象）。
（注）島根県庁で働く臨時・非常勤職員のうち約7割が特別

職※１、約3割が一般職（臨時的任用）※2として任用。
※1 地方公務員法(地公法)3条3項3号の該当者（通常1年以内の任期

を定めて任用、常勤より短時間、正規職員と業務に違いがあり、地
公法適用外のため労働3法が適用される）

※2 地方公務員法22条の該当者（主に常勤、職務限定、任期は6ヵ月
以内。更新により1年まで可）

島根県非常勤職員労働組合

島根県庁

当事者の声

●声を上げなかったら何も変わらない。組合を作って声
を上げていくしかない。
●臨時・非常勤職員の処遇改善は自らが交渉の場で声を
上げ、直接届けることで説得力あるものになる。

執行部

●組合は私たちに何をしてくれるのか。
●組合は私たちを守ってくれるのか。
●どういった覚悟をもって私たちを組合に入れるつもり
なのか。

臨時・非常勤職員

臨時・非常勤職員：86人

正規職員：約5,000人、臨時・非常勤職員：約1,500人

今後の
取り組み

臨時・非常勤職員の仲間に労働組合の大
切さをもっと知ってもらおうと、執行部は
丁寧に仲間づくりへの取り組みを進めて
いるよ。チラシはみんな手づくりなんだっ
て。労働組合の活動をより充実させ、継
続的組織運営のためには組合費は必
要。県職労に頼るのではなく自分たちの
処遇は自分たちの声で変えていかなけ
ればならないという思いを執行部は強く
持っているよ。

ココ知っとこ

会計年度任用職員制度については、大阪
市職員労働組合のページ（P14）も参考
にしてね！

●県内の広いエリアに点在する組合員を
まとめていく組織体制づくり。
●組合員としての参加意識を高めていく
運動への取り組み。
●仲間づくりに力を入れ、まずは組合員
300人超をめざす。

（２）経過

●2016年2月

県職労　定期大会
「臨時・非常勤職員の組織化に向けて取り組む」ことを方
針決定。
以降、県職労の10支部で臨時・非常勤職員を対象とし
た学習会を開催。県内単組で活躍する組合関係者の体
験談や意見交換を通じて労働組合の大切さを実感する
声が寄せられた。

●2017年

・「会計年度任用職員制度」学習会の開催
・「臨時・嘱託ネットワーク」の立ち上げ（賛同者約80人）
学習会の開催に合わせて、組織化の第１ステップとし
て立ち上げ。東部と西部の2会場で土曜日に集会を開
催し、グループワークなどを通じて組織化に向けての
機運を高める。

●2018年9月

「組合結成準備会」を設置（有志5人）
（役員、規約、運動方針、要求書、結成大会の準備など）
「臨時・嘱託ネットワーク」賛同者80人を対象に加入活
動開始

●2018年10月6日

島根県非常勤職員労働組合　結成大会（組合員38人）
■目的：「安定雇用」を最重要課題として位置づけ、安心
して働ける賃金・労働条件を自ら求めるために結成
■組合員：島根県の知事部局および教育委員会で働く
臨時・非常勤職員並びに組合が承認した者
■組合費：月々決まって支払われる賃金の1000分の10
（ただし、当面の間徴収なし）

●2018年10月23日

「会計年度任用職員制度」について8月に当局（人事
課）から提示された内容に対し、島根県非常勤職員労組
独自に交渉をスタート！当事者の思いを当局に直接訴え
るため、7回もの交渉を積み重ねた。交渉経過は「非常
勤労組news」を通じて組合員に報告。

島根県は東西に広域に伸びているため、
会場は東部と西部に分け、多種多様な職
場・職種、時間帯で働く人が集まりやすよ
うに土曜日に開催したよ。

　

●2018年11月30日

組合員144人
5人でスタートとした組合づ
くり。組合加入に慎重な臨時・
非常勤職員に対し、まずは
「集える場」として労働組合
を位置づけ、緩やかな加入を
促進。
その結果、10月の結成大会時点で38人だった組合員
は11月30日時点で144人に。

交渉しなければ改善されなかったはず・・・
スゴイ！

「臨時・非常勤職員の処遇や『会計年度任
用職員制度』への対応策は臨時・非常勤
職員自らが声を上げなければ改善されな
い」という執行部の熱心な姿勢が加入者
を増やしたよ。対象者(約1,500人)に届け
られた手づくりの「加入募集チラシ」が加
入への大きなきっかけとなったんだ。

●2019年2月

上部団体（島根県職員連合労働組合）への加盟を決定。
上部団体加盟に伴い、組合費徴収を4月からスタートす
ることを通知。組合費徴収を機に一部の組合員が脱退

●2019年7月29日

要求書提出
【主な要求事項】

・基本賃金2％の賃上げ　
・昇給制度の確立
・一時金（勤勉手当）の支給
・特殊手当の支給　
・再度の任用の上限廃止
・現職の嘱託・臨時職員の継続雇用
・採用と同時に一定日数の有給休暇付与
・正規職員と同様の有給休暇制度

非常勤労組news

結成大会・記念レセプション（2018年10月6日）

（注）回答は秋以降
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労働相談からの組合結成

連合東京｜連合西北ユニオン  ＤＴＤユニオン
事例
3

組合づくり・組合加入

→会社として従業員の働きやすい環境づくりに取り組
む。嫌がらせは会社としても調査、対応をする査証（在
留資格）は個人に付属するものなので会社はサポート
する以上のことはできない。
2.公平・公正な評価を行うこと

→業務の内容により公平・公正な評価を継続する。
3.全従業員に対し、正確に労働条件の明示を日本語お
よび英語、ヒンディー語で行うこと

→日本語と英語でのみ明示。ヒンディー語での明示は翻訳
にコストが高くなるため応じられない。
4.社会保険(健康保険、厚生年金)に加入すること

→社会保険加入については充分了解しているが、財務的
に厳しい状況。今年度（3月末）決算をみて相談したい。

（1）背景　
●おいしいインド料理でお客様に喜んでもらいたい、これから
もインド料理店「シターラ」で働き続けたいと思っているが、
賃金をはじめとする労働条件、労働環境に不安と不満。
●自らの労働条件、労働環境を改善するには職場の仲間ととも
に労働組合をつくり会社と交渉していくしかないと決意。

取り組み概要

●本格インド料理レストラン・デリショップ「ＳＩＴＡＡＲＡ（シ
ターラ）」7店舗を展開
●従業員数：70名　（2019年6月現在）

●組合員数：20名　（2019年6月現在）

●オープン・ショップ制
●組合員範囲：全従業員

ＤＴＤユニオン

株式会社ＤＴＤ

非正規社員：20名(キッチン（調理）従業員)

正規社員：7名（店長）、4名(副店長)、契約社員※：6１名
（キッチン(調理)従業員25名、フロア(接客)従業員36名）
※全員就労ビザで来日している外国人労働者（インド、ネパール）
（注）記載人数は組合が把握する限りのため想定を含む

社長から呼び出された2人は圧力に決して
屈することなく対応したよ。3月8日の学習
会で不当労働行為について具体的な事例
とともに学んでいたおかげなんだって！

日本で働くためにインド・ネパールから来
た労働者は業種や職種が違ってもヨコの
つながりが強く、日頃から連絡を取り合い
情報交換や交流を深めているんだって。

雇用契約は1年ごとの更新が基本。在留資
格を得るためには雇用契約があることが前
提だから、更新されなかったり、雇用契約期
間を短くされることで在留資格期間が短く
なるなどのケースもでてくるんだ。在留資
格期間が短くなることは、日本で働く外国
人の方にとって不安で安心して働けない大
きな要因の一つ。できるだけ雇用契約を長
くする配慮をしてほしいと要求したんだよ。

●2019年2月22日

Ｆ氏が職場の賛同者3名とともに面談
・現状の労働条件や職場環境について確認。
・低賃金(最低賃金割れ)、フロア従業員との不公平な賃
金格差、一時帰国時には休暇分を月給から差し引かれ
る、社会保険の未加入、嫌がらせなど劣悪な職場環境
が明らかに。
組合結成に向けて、水面下で仲間集めを開始

●2019年3月8日

労働組合法などの学習会（参加者11名）

●2019年3月31日

会社側から各店舗のキッチン従業員に対して「ユニオン
に入ってはいけない」などといった圧力がかけられた。

●2019年4月1日

・午前Ｆ氏から連合西北ユニオンに電話
「社長から『本日、社長と弁護士の所に面談に来るこ
と』『もうさよならだ』と言われた」と報告を受ける。
・11:29連合西北ユニオンから会社へ電話
社長が不在のため専務が対応。会社側のＦ氏に対す
る行為は不当労働行為、本日の面談に上部団体とし
て同行、連合西北ユニオンは会社と敵対する組織で
はなく、労使が話し合いを通じて安心して働ける職場
づくりに向けて活動をしている事を伝え、社長から改
めて電話をもらうことに。

・13:30社長から連合西北ユニオンへ折り返しの電話
「不当労働行為防止」について通知書の送付、組合を
結成し4月12日に結成大会を開催、直近で団体交渉
を行いたい旨を伝え了承を得た。
社長はユニオンを「怖いユニオン」と思い込み、Ｆ氏に
不適切な対応をとったとのこと。連合西北ユニオンの
丁寧な説明や対応に次第に警戒を解き、今後は力を
合わせて協力するとの姿勢を示した。

●2019年4月5日・10日

結成準備会議（要求項目、会計予算など）

●2019年4月12日

結成大会
■組合員：17名
■組合費：月1,000円

日本語を話せるのはＦ氏のみ。学習会は連合西北ユニオ
ン担当者の日本語による説明をＦ氏がヒンディー語に通
訳し、進められた。教材は行政が発行している労働組合
法（英語版）のハンドブックを活用。

●2019年3月15日・22日

結成準備会議（ユニオン名、役員、組合費、結成趣旨の
確認、要求書の作成）

●2019年3月29日

今後の進め方について打ち合わせ（賛同者15名）
会社側に、ユニオン結成の動きが発覚
ここまで順調に進められていた水面下での組合結成準
備だったが、会社側に発覚し、Ｆ氏とキッチン従業員2名
が呼び出された。社長から「ユニオン結成をやめること」
「やめなければ閉店する」と圧力をかけられた。

●2019年4月19日

会社に組合結成通知・要求書の提出（5月17日の第1
回団体交渉までに文書で回答を要求）

●2019年5月17日

第1回団体交渉
【主な要求内容と会社からの回答】
1.安心して働き続けられる環境づくりの整備

同じ職場で働くフロア従業員と比べてキッ
チン従業員の賃金はとても低く、賃金の差
に対する合理的な説明もないから不満が
あったよ。会社側は今年度の賃金を1人平
均10,720円上げたと言っているけど、そ
の配分の開示を求めたことで公平に賃上
げが行われたことを確信できたんだ。組合
結成の効果だよ！

これまでの労働条件の明示は英語のみ。
自分の労働条件が分からないまま働いて
いる人もいたよ。

以前から社会保険の加入を希望している
にも関わらず、会社側は応じなかったんだ
よ。日本で就労する外国人にも原則として
日本人と同様の社会保険が適用されるよ。

1年ごとの有期契約でも、年次有給休暇が
あるのに病欠や帰国の際に欠勤として取り
扱い、月給から差し引かれていた従業員も
いたよ。年次有給休暇があることすら知ら
ない従業員もいたんだって。

●組合結成前は、社長と個別に相談し交渉をしていた。
結果を得られたとしても全スタッフに影響しない。組合
を結成したことにより、一生懸命働いている全スタッフ
の処遇を改善する道筋ができた。交渉中は会社とのや
りとりの中でつらい思いもするが、職場で頑張ってい
る従業員全員が笑顔で働けるように何とか乗り切りた
い。

執行委員長

料理人として働くみなさんは、自分の料理に誇りをもち、お客さんに美味しいインド料理を提供し喜んでもらいたいと
いう思いで一生懸命働いているよ。インド料理店「シターラ」（会社名はＤＴＤ）が大好きで、もっともっとお店を良くし
たいからこそ、将来に向けて安心して働ける職場にしたいんだ！ＤＴＤユニオンを結成したのもそのためだよ。その思い
を社長さんにもっともっと理解して欲しい、「みんなが頑張っている」ということを認めて欲しいんだ。処遇の改善はも
とより社長さんと信頼関係を築きたいと願っているよ。

５.年次有給休暇を促進するための措置を講ずること

→労基法に即した規則を整備し、従業員の年次有給休暇
を明らかにする。取得促進をするための措置も講ずる。

●2019年6月12日

会社側との事務折衝
ユニオン側：社会保険の加入、賃金引き上げ、最底賃金
割れによる未払金の支払い
会社側：経営状況を踏まえた要求内容への対応策（寮
の廃止、一時帰郷時のエアチケット廃止、まかないの廃
止など）

●2019年6月14日

第2回団体交渉（会社から要求書に対する回答）

●2019年6月27日

第3回団体交渉（相違がない点の確認）
①社会保険加入。②職場の安全体制として応急処置品
の設置。③労働条件明示は日本語、英語。④健康診断
受診。⑤36協定締結、就業規則設置、長時間労働是
正、年次有給休暇取得促進。賃上げは交渉継続。

●2019年7月

第4回団体交渉（賃金交渉の継続を確認）

（２）経過

●2019年2月中旬

現執行委員長のＦ氏が連合東京の西北ブロック地協の
事務所に組合結成の相談
2年ほど前に連合ユニオン東京・連合西北ユニオン(以下
連合西北ユニオン)の組合員となったＲ氏の同行のもと、
インド料理店「シターラ」のキッチン従業員として約15
年働くＦ氏が西北事務所に来訪。

今後の
取り組み

当事者の声

ココ知っとこ

●行政機関への申告も見据え、賃金引き上げに向けた取り組みの継続。
●組合員全員で力を合わせて頑張る！
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労働相談からの組合結成

連合新潟｜にいがたユニオン  BSNウェーブ労働組合
事例
4

組合づくり・組合加入

●①不動産関連業務（建築物総合管理・一般建設業）②メ
ディア・広告関連業務（テレビ・ラジオ・新聞広告）③映像
制作業務（WEB動画・CM素材制作）
※新潟放送（新潟県ローカル局）の子会社
●従業員数：123名　（2019年6月現在）

●組合員数：86名　（2019年6月現在）

●ユニオン・ショップ制
●組合員範囲：
部長職未満の全従業員（本社に勤務する総務管理本部
に所属する全従業員を除く）

BSNウェーブ労働組合

株式会社BSNウェーブ

正規社員：62名、非正規社員：16名、嘱託社員：8名

正規社員：80名、非正規社員：33名、嘱託社員：10名

（1）背景　
●2013年に合併（2社）し、元の会社の労働条件や雇用形態な
どの差異に対し、不満や不公平感を持つ従業員が増加。
●同社の従業員から連合新潟へ労働相談が相次ぐ。根本的な
解決のためには、労働組合が必要と組合結成を決断。

取り組み概要

当事者の声

●労働組合へ職場の問題を相談出来るようになり感謝
している。共済制度にも興味がある。
●労働条件や雇用形態の改善に向けての取り組みに期
待している。また、職場の風通しが良くなってほしい。

組合員

●当該企業従業員の「会社を良くしたい」という熱意に
うたれ、総力を挙げて取り組んだ。引き続き連合本部
の組織局とも密に連携を取り、今後は当該労組の自立
した組合運営と上部団体加盟に向けてサポートを行っ
ていきたい。

連合新潟

●労働法や組合に関する知識などをもっと勉強し、組合
員のために頑張りたい。

執行部

●ともに会社の発展をめざす健全な労使関係をつくるた
め、組合づくりを歓迎する。

会社社長

今後の
取り組み

連合本部の組織局は、地方連合会や構
成組織とタッグを組んで、組合結成をア
シストしているよ。雇用形態に関わらず、
誰もが安心して働き、暮らすためには労
働組合が不可欠なんだ。熱い想いで組
織拡大に邁進中だよ!

ココ知っとこ

●団体交渉・労使協議を行い、会社統合後の労働条件の統一に取り組む。
●組合員の勤務地が分かれているため、意見の集約がしづらい。組合員への意見聴取、報告および周知の方
法を検討する。
●組合役員の職種が異なるため、労使協議等の日程調整が困難。スムーズな調整方法を模索する。
●自立した組合運営のためにも労働法や組合に関する知識を身に付けたい。

現場から上がってきた相談内容について
短期間に何度も会社側と話し合う機会を
設けたんだ。こうした積み重ねが労働組合
の必要性の理解にもとづいた信頼関係を
構築する秘訣なんだね。

シフト勤務等で説明が出来なかった人につ
いては、個別で説明したんだ。現在では約
8割の従業員が組合に加入済、従業員全員
加入をめざして今も続けているよ。

（２）経過

 
●2018年7月～

連合新潟の「なんでも労働相談ダイヤル」に複数名から
相談。
各々の相談に対し、都度アドバイスをしてきたが、一向
に改善がみられないことから組合結成に着手。

●2019年2月

組合結成への取り組みを開始し、経営側に向けたオルグ
を複数回実施。
・相談者に組合結成に関する意思を確認したうえで、組
合結成への取り組みを開始。連合新潟は、業界の特殊
性も考慮した結成準備が必要と考え、連合本部の組
織局に連携を依頼。
・健全な集団的労使関係を構築するために、まず経営側
へのオルグを開始。連合新潟は、短期間に幾度も会社に
赴き、これまでに受けた同社の従業員からの相談内容
をもとに組合結成の重要性を説き、経営側を説得。そ

持続性のある組合にするためには労働組
合についてしっかり理解することが大切！
執行部の皆さんも労働組合に関する理解
をより深めるため、勉強会も兼ねた準備会
を10 回も行ったんだって。

躍進大会までの約3ヵ月間に組合員から
の労働条件に関する労働相談が3件も（4
月2件、6月1件）。社内に不満がたまって
いたのがこのことからも分かるね。執行部
も、組合員からの相談に正しく答えられる
よう知識を深めたいと思ったそうだよ。

の重要性に心を動かされた経営側は組合結成に合意
した。

●2019年3月14日

会社同意の上、組合結成に向けた準備を開始。
連合新潟主導で、発起人を選出。

●2019年3月19日

発起人7名と労働組合（にいがたユニオン加盟）を結成。

●2019年3月25～27日

組合加入一斉オルグの実施。
連合新潟組織担当4名と連合本部の組織局メンバーが
4チームに分かれ、20ヵ所以上もあるすべての職場で
組合の案内と加入説明会を実施。丁寧な説明を行った
結果、3日間で約70%の従業員が労働組合に加入した。

●2019年3月27日

労働組合に従業員が過半数以上加入したため、会社と暫定
労働協約締結（ユニオン・ショップ協定、チェックオフ協定含）。

●2019 年4月

躍進大会に向けて準備会を実施。

●2019 年6月13日

躍進大会を開催。
■組合員：25名

躍進大会の様子

加入説明会の様子

■組合費
①正社員組合員
　基準内賃金の1.5% 100円未満は切り捨て、上限3,500円/月額
②嘱託社員組合員・契約社員組合員（月給制）
　基準内賃金の1.5% 100円未満は切り捨て、上限2,500円/月額
③契約社員組合員（時給制）
　800円/月額
※①②③ともに徴収回数は年12回
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UAゼンセン｜全ヤオコー労働組合
事例
5

処遇改善・同一労働同一賃金

多様な働き方の選択と処遇改善

（1）背景　
●2012年改正労働契約法によって、有期労働契約で反復更新
して働く社員の無期労働契約への転換について対応が必要。
●働き方改革関連法の施行を見据え、同一労働同一賃金の観
点から社内の均等・均衡処遇についての検討も課題。
●有期労働契約で働く社員の社会的地位を向上させたい。

取り組み概要

●食品スーパーマーケット
●従業員数：16,762名　（2019年4月現在）

●組合員数：16,172名　（2019年4月現在）

●ユニオン・ショップ制　
●組合員範囲：（株）ヤオコーおよびその関連事業所の従
業員（次に該当する者を除く）

・経営企画室、内部統制室、コンプライアンス室、監査部、人事部人事、
財務部経理（パートナー社員・ヘルパー社員は除く）
・本部長、副本部長、部長・室長、副部長・副室長、担当部長、担当副部
長、営業専門職1G、2G、専門職1G、2G、特別専門職、店長、チーフ
SV、チーフTR、チーフBY、チーフDI、人事部、財務部、総務部の専
門職1G、2G、3G、4G、5Gおよび主任、アルバイト社員、当社へ出
向してきた社員、試雇用中の者、臨時雇員、その他会社との協議によ
り定める者

全ヤオコー労働組合

株式会社ヤオコー

正社員：2,831名、地域限定正社員：119名、契約社員（定
年後再雇用者含）：223名、パートナー社員（週20時間以
上）：10,298名、ヘルパー社員（週20時間未満）：2,701名

正社員：3,172名、地域限定正社員：121名、契約社員：255
名、パートナー社員：10,511名、ヘルパー社員：2,703名

（２）経過

●2017年

労働契約法改正の対応について労使議論を開始。無期
労働契約への変更だけでなく、パートナー社員をはじめ
とする有期労働契約で働く社員と正社員間の均等・均衡
処遇についてもあわせて議論

●2018年

・勤続1年以上のパートナー社員・ヘルパー社員が無
期労働契約へ転換（約13,000名）

・「地域限定正社員」の新設
正社員に近しい働き方をしていた契約社員97名・
パートナー社員21名が転換

組合は、無期転換までの期間を法定（5年
超）よりも早めたいと会社と交渉。結果と
して、原則全員が1年で無期転換できるこ
とになったよ！
さらに、パートナー社員が無期労働契約だ
けでなく、ステップアップして働けるように
「地域限定正社員」を新設。退職金や賞
与、子女手当についても議論し導入したん
だよ。パートナー社員が「地域限定正社員」
に転換できるよう推進しているんだって。
（注）地域限定正社員への区分変更には原則公

募制（上長の推薦）・登用試験あり

有期労働契約の定年後再雇用者から、
「有期労働者だと車のローンが通らな
い！」という声が。組合は定年後再雇用者
の社会的地位を向上させたいと、交渉し
て無期雇用にしたんだ。

●転勤を伴わない正社員の制度
（地域限定正社員）ができて嬉
しい。シングルマザーとしては、
子女手当がもらえるのはあり
がたい。
●無期労働契約となることで安
心して働き続けられる。また、
金融機関から借り入れがしや
すくなった。
●無期労働契約になると、以前に
比べて仕事の責任が増えたり、
退職しづらくなるのではないか。

パートナー社員
●無期労働契約になることをマ
イナスに捉えるパートナー社
員もいたことから、社会的地位
が向上するなどのメリットも含
めて丁寧に説明した。
●地域限定正社員への転換は狭
き門と認識するパートナー社員
もいることから、さらに転換制
度の周知をはかっていきたい。

執行部
●「日本一働きたい会社」の実
現に向けて社員に安心して働
いてほしいという思いから、勤
続1年以上で無期労働契約へ
の転換できるようにした。また、
社員を大切にする会社という
メッセージを伝えることで、新
規採用や離職防止にも役立つ
と考えている。
●契約更新の処理がなくなること
で事務処理的なメリットもある。

会社

今後の
取り組み ●パートナー社員・契約社員への子女手当の支給、定年後再雇用の契約社員への定期昇給の導入（労使議論中）。

●パートナー社員・ヘルパー社員への半日有給休暇制度の導入（正社員・地域限定正社員・契約社員には2019
年に半日有給休暇制度を導入したため、この効果を見極め、制度化に向けて検討）。
●休職制度の見直し（現在は正社員とパートナー社員・ヘルパー社員で、休職できる日数に差があるが、勤続1年
以上でパートナー社員が無期労働契約になったことから見直しが必要）。
●パートナー社員・ヘルパー社員の65歳以降の均等・均衡待遇のあり方。

当事者の声
機関誌「なかま」（2018年8月号）

パートナー社員への無期労働契約に関する説明会

パートナー社員は、家に近いという理由で働いている人
も多いよ。だから地域限定正社員は異動の対象店舗に
ついて、自分の希望を言えるようにして、転換しやすくし
たんだ。
また、育児や介護などの事情から異動範囲を限定したい
というニーズに対応するため、正社員が地域限定正社
員に区分変更できるようにもしたよ。

ココ知っとこ

結
婚

忌
引
き

項   目

【地域限定正社員の概要】 【パートナー社員・ヘルパー社員の慶弔に関する特別休暇】

内   容 備   考
対象

付与日数

改訂前 改訂後契約期間・時間 無期・7時間45分/1日

週休2日/年間113日公休

異動範囲

月例給

賞与

退職金

定年後の再雇用

等級、昇格・昇進
の限度

転居を伴わない異動（自宅からお
おむね60分以内の範囲）

原則、希望者全員を65歳まで契
約社員として再雇用

5等級、次長まで

地域限定正社員給与規定による

地域限定正社員退職金規定による

地域限定正社員賞与規定による

正社員と同じ 本人

子女

実養父母

本人の兄弟姉妹

配偶者の兄弟姉妹

叔父叔母

配偶者

子女

実養父母

配偶者の父母

本人の兄弟姉妹

配偶者の兄弟姉妹

本人の祖父母

配偶者祖父母

孫

子女の配偶者

本人の兄弟姉妹配偶者

叔父叔母

2日

1日

0日

0日

0日

0日

2日

2日

2日

0日

0日

0日

0日

0日

0日

0日

0日

0日

対象店舗については、会社と社
員が書面「勤務地合意書」にて
年1回相互確認

さらに昇格・昇進を希望する場合
は、正社員への区分変更や等級
試験の合格が必要

契約社員と同水準（正社員とほ
ぼ同じ）、手当は正社員と同じ

正社員と同じ

正社員の8割の水準

契約社員と同水準

５日

2日

2日

１日

１日

１日

3日

3日

3日

2日

2日

１日

2日

１日

１日

2日

１日

１日

正社員と同じ日数になったよ！
加えて特別療養休暇制度を導入
し、年次有給休暇を最大30日ま
でストックできるようにしたんだ。

●2019年

・パートナー社員・ヘルパー社員の慶弔に関する特別
休暇の改訂、特別療養休暇制度の導入（正社員と同
一の制度を適用）

・定年後再雇用者（正社員の60歳定年後）は無期労働
契約となり、65歳まで働けるようになった
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処遇改善・同一労働同一賃金

会計年度任用職員制度導入に伴う非常勤嘱託職員の処遇改善

自治労｜大阪市職員労働組合
事例
6

（1）背景　
●地方自治体にて非正規で働く人は、地方公務員法上の位置
づけがあいまいで法的にも不安定な立場に置かれていた。民
間職場での「同一労働同一賃金」「不合理な格差解消」など
の処遇改善の働きとともに、公務の職場でも処遇改善に向け、
2017年に地方自治法、地方公務員法が改正。2020年4月
から「会計年度任用職員制度」が導入され、非正規職員の任
用制度が大きく変わることに対する対応も必要。
●会計年度任用職員制度の詳細（賃金・手当等）は自治体ごと
に一任される。そのため、大阪市職労組では、該当職員（非
常勤嘱託職員）の処遇改善に向けての取り組みを開始すると
ともに、該当職員自身の意見を反映させるため、組織化に向
けた取り組みに着手した。

取り組み概要

●職員数：12,500人　（2018年4月現在）

●組合員数：8,500人　（2018年4月現在）

（注）非常勤嘱託職員（いわゆる特別職非常勤職員）3,147
人（2018年10月現在）は総数に含まない。

※1 地公法4条任期付職員：大阪市ではケースワーカー、保育士のみ
で募集、処遇は正規と同一で、任期のみが違う雇用形態。

●オープン・ショップ制

大阪市職員労働組合

大阪市役所（大阪市職労組関係エリア）

当事者の声

●組合が開催した説明会に職場の仲間が直接誘ってく
れただけでなく一緒に出席もしてくれ、参加へのハー
ドルが下がった。
●説明会では、任用継続の課題、休暇制度、人事評価制
度や年齢制限などについて、質問することができ、悩
みや疑問、不安が解消された。

該当職員
●組合側として重大な課題であるという認識を交渉の
たびに伝えた。その結果、あるべき方向性について、
「総務省マニュアル」などに忠実に沿った提案内容と
させることが出来た。
●職場がバラバラなこともあり、説明会を本部だけでな
く各地で開催。該当職員にその職場の組合役員が直
接声かけを行った。

執行部

正規職員：8,460人、地方公務員法（地公法）4条任期
付職員※1：40人

正規職員：11,530人、地公法4条任期付職員※1：570人、
再任用職員：400人

今後の
取り組み

チラシは41の支部ご
とに役員が配布対象の
職員数を把握して配布
したんだそう。
支部の役員の皆さんの
協力のおかげだね！

ココ知っとこ

●処遇改善には予算措置が不可欠。委託化や減員をさせないように、予算編成期と職員募集計画策定期にお
ける当局交渉および議会対策が重要。
●一部（子の看護休暇、短期介護休暇）の制度を国の水準とあわせたため、有給から無給に改悪となった。現状
維持となった雇用のルールとあわせ、処遇改善に向け当事者とともに取り組んでいく。また、大阪市の動向は
周囲の自治体からも注目されている。良い結果が出れば他の自治体の該当職員の処遇改善にもつながるた
め、地域の牽引役としても頑張りたい。
●自治労方針にもとづき、組織化に向けた検討と単組内部での協議を進めていく。

（２）経過

●2017年

地方自治法、地方公務員法が改正されてから、大阪市職労
組は市側に「会計年度任用職員制度」導入時の労働条件に
ついて重要視していることを随時伝えた。

●2018年2月

大阪市労働組合連合会（市労連）※2の常駐者および交渉担
当者で学習会を開催
給与体系や諸制度の交渉主体は市労連。そのため、学習
会を行うなど、早い段階から課題と問題意識を市労連と
共有した。

労働条件の交渉をスムーズにするために、
大阪市職労組の役員が市労連の書記次長
もあえて兼任したんだって。熱い想いを
もって取り組んでいることが感じられるね。

先行的に大阪市の24区役所で働いてい
る該当職員（対象総数約700人）に向け
て説明会を計6回開催。のべ200人の皆
さんが参加したんだって！引き続き、学習
会などを開催していきたいと考えている
そうだよ。

労働時間や賃金、休暇制度など
の諸条件は、各自治体で決める
んだ。特に手当の支給について
は、法律上では「支給すること
ができる」という表現で「支給義
務がある」とは捉えていない自
治体当局もあるそう。「どのよう
な条件で雇用するのか」「どの
ように手当を出していくのか」は
労使の交渉次第。ちなみに大阪
市職労組関係エリアでは300
以上もの職種ごとに条件を決め
ていく必要があるんだよ！ 

※2 大阪市で働く人たちの労働組合の連合体。職場ごとに分かれた
組合（7単組）のすべてが市労連に所属し、大阪市職労組もその
中の1組織。約70年前より各職場の組合ではなく市労連が大阪
市役所で働く人すべての賃金や賞与の交渉を行っている。

■交渉結果
正規職員とのバランスを考えた処遇に
なるよう交渉を行った。

●給与表の適用、期末手当等の支給→年
収ベースで30～60万円の処遇改善に。

・これまでの経験（職歴）が「前歴加算」制
度の対象に。類似や同一の職の経験年数
を初任給に加算。給与表上で号給がアッ
プ（正規職員同様）。

・正規職員の給与表にもとづく昇給制度を
確立。

・期末手当、地域手当の支給。
●雇用のルール→現状維持。
・現状維持の2回（計3年）の更新、3年で公
募のまま。引き続きの改善を求める。

●休暇制度→国家公務員の制度と同一に。
一部無給になるが、新設される制度も。

・無給になる制度：子の看護休暇、短期介護休暇。
・新設される制度：妊娠中の通勤緩和や人
工透析、育児に関わる職務免除など。

●現在
非常勤職員 臨時的任用職員

規定なし（通常1年以内） 6ヵ月以内、更新により1年まで可

報酬（給与）および費用弁償

規定なし

規定なし

適用あり

適用あり

各自治体で異なる 

各自治体で異なる

なし

なし

あり

あり あり

あり

●導入後（2020年4月～）
特別職
（地公法適用なし）

特別職（地公法が適用されない
ため、労基法が適用）

一般職
（地公法適用あり）

一般職
（地公法適用あり）

会計年度任用職員
（地公法適用あり）
（注）正規職員と同じ7時間45分勤務

の「フルタイム」とそれより短い
「パートタイム」に分けられる。

一般職
（地公法適用あり）

常勤職員の欠員の代替のみに厳
格化。
※育児休業の場合は非常勤職員
の欠員の代替も可（新地公法第
22条、地方育休法第6条など）

会計年度を超えない範囲内で置
かれる非常勤の職（新地公法第
22条）
（注）現在、地方自治体職場で働く一

般職の臨時・非常勤職員が該当。

専門的な知識経験等にもとづき、
助言、調査等を行う者（新地公法
3条3項）に厳格化。

「会計年度任用
職員制度」該当職員

職の区分

職の区分

採用の要件・対象

任期

任期

給与

給与

休暇制度

休暇制度

組合加入資格

組合加入資格

懲戒規程・守秘義務
等の服務規程

懲戒規程・守秘義務
等の服務規程

採用の要件・対象

規定なし（通常1年以内） 会計年度内で最長1年以内 6ヵ月以内、更新により1年まで可

報酬（給与）および費用弁償 報酬（給与）のほか、時間外勤務
手当、通勤手当などの各種手当の
支給が可能。条件を満たせば期末
手当の支給も可能。

報酬（給与）および費用弁償

臨時または非常勤の顧問、参与、
調査員、嘱託員およびこれらの者
に準ずる者。
（注）実態としては一般職にあたる

事務職員が多く存在する。

［出所］総務省「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会報告書（2009年）」、総務省「会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理
マニュアル（2017年）」、全国町村会「非常勤職員の整理と分類について（2018年）」をもとに、表は連合作成

職員の職に欠員を生じた場合の
任命方法の一つ（地公法17条）。

①緊急の場合、②臨時の職の場
合、③任用候補者名簿がない場
合（旧地公法第22条、地方育休
法第6条など）
（注）実際には、緊急の場合でなく

とも任用されるケースあり。

●2018年9月

制度を説明するチラシを配布

●2018年10月

2018年賃金確定期要求時に市側に「会計年度任用職
員制度」の構築について労使合意にもとづいた実施や
処遇改善を求める。

●2018年11月

・説明会開催案内のチラシを配布

・市側から会計年度任用職員制度の諸条件に関する基
本提案を受け、小委員会交渉や事務折衝などを開始

・諸条件に関する協議スタートをお知らせするチラシを
配布

●2019年1月

団体交渉で会計年度任用職員制度の諸条件について
大綱決着　

●2019年2月

制度の諸条件に関するチラシを配布

説明会の様子
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スタッフ社員の処遇改善、正社員転換、無期化への道のり

基幹労連｜ＪＦＥ精密労働組合
事例
7

（1）背景　
●どの事業現場においても正社員と変わらない仕事に従事す
るスタッフ社員は職場には欠かせない存在。
●特殊な技術が必要な事業現場においてスタッフ社員は貴重
な戦力。優秀な人材確保の点からもスタッフ社員の処遇改善
と雇用安定の取り組みは必須。
●同じ職場で働く仲間として、非組合員であっても労働条件全
般の改善を求めながら、より現場における一体感の醸成をめ
ざし具体的な処遇改善の取り組みに着手。
●2014年改正労働契約法の無期転換や、同一労働同一賃金
を踏まえた働き方改革関連法への対応も課題。

取り組み概要

●コーティング事業（金型、切削工具などにセラミック被膜
を施す表面処理受託業）、冷間鍛造事業（冷間鍛造部品
の製造・販売）、粉末焼結事業（粉末焼結部品の製造・販
売コーティング事業（金型、切削工具などにセラミック被
膜を施す表面処理受託業））
●従業員数：333名　（2019年5月現在）

●組合員数：150名　（2019年5月現在）

●ユニオン・ショップ制　
●組合員範囲：副課長以下（管理職を除く者）

ＪＦＥ精密労働組合

ＪＦＥ精密株式会社

正社員：150名

正社員：150名、スタッフ社員：183名

「同じユニフォームを着たら、命は一緒！命
を守る制度が違うのはおかしい！！」労災補
償に関する制度化の要請を続け、ついに
妥結！制度化によって職場全体の安心につ
ながるね!

スタッフ社員の処遇改善は、10年以上も
前となる2008年春季生活闘争時から正
社員の要求とともに要請されていたよ。組
合員であるか否かを問わず、同じ職場で
働く仲間の処遇改善は、組合にとって当
たり前の事だったんだね。

今後の
取り組み

●スタッフ社員のさらなる処遇改善と組織化。
●同一労働同一賃金への対応。

春季生活
闘争

2011

2012

2013

2014

2015

2016

要  求

組合員同等の労災付
加通災時の制度化

時給引上げを含めた処
遇全般

時給引上げを含めた処
遇全般

時給引上げ
平均２％

時給引上げ
平均２％

時給引上げ
平均２％

時給引上げ
平均２％

時給引上げ
平均２％

組合員同様の労災通
災時の補償を制度新
設

無し

賞与支給額の改善(実
質時給1％)

賞与支給額の改善(実
質時給1％)

平均1％

要求どおり

要求どおり

要求どおり

要求どおり

要求どおり ココ知っとこ

回  答

2017

2018

「組合ニュース」は誰もが目に届くよう、各
職場にさりげなく置いてあるよ。組合の存
在をスタッフ社員の方に少しでも知ってもら
うために謙虚な姿勢で進められているよ。
組織化は大きな課題として認識しているけ
れど、会社側に対して要求している正社員
と同等の処遇改善が進まないまま組織化す
ることは避けたいという執行部の思いがあ
るよ。単に、組合にとって都合の良い組織拡
大にしたくないんだ。さらなる処遇改善と同
時に希望者全員の正社員化に向けて会社
と粘り強く交渉を続けているんだよ。

職場の貴重な戦力！スタッフ社員のみなさん

（２）経過

●2008年4月

正社員登用試験の導入

●2018年4月

全スタッフ社員の無期化
これまで1年契約の有期で働いていた全スタッフ社員を
無期契約に。以降新規採用のスタッフ社員は無期契約。

過去には正社員転換を要望する数名が社
員になった実績もあったけど、公平・公正
に誰にでも正社員になれるチャンスとなる
試験制度が正式に導入されたんだ。毎年
1月になると「正社員への登用試験の実
施」のお知らせが掲示板に貼られるよ。応
募資格は、「採用1年経過者」「優秀かつ
意欲があり、職場推薦のある」方で、一般
常識（安全重視の知識）の試験と面接が
あるよ。
職場の仲間は、スタッフ社員の試験合格
に向けて、勉強時間が確保できるよう仕
事を調整。職場全体の責務として、試験を
受けるスタッフ社員を応援する体制を整
えるよ！
毎年8名程度が正社員になってるんだって！

●組合ニュースを見たスタッフ
社員から「時給の引き上げに
感謝」の声。

スタッフ社員
●特殊な技能を習得している優
秀なスタッフ社員が多い。処遇
改善の取り組みは組合にとっ
て当然のこと。スタッフ社員が
安心して働き続きけられるよう
に、希望する全スタッフ社員が
正社員になれる取り組みにも
力を注ぎたい。

執行部
●会社としても、スタッフ社員は
貴重な戦力。組合との交渉に
も前向きに検討する。

会社

当事者の声

【スタッフ社員の処遇改善の取り組み】
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運輸労連｜全日通労働組合
事例
8

65歳定年制度の確立、社員制度・賃金制度の抜本的な改革

（1）背景　
●政府の示す「働き方改革実行計画」における「同一労働同一
賃金ガイドライン案」に対応するため、支店社員など有期社
員の労働条件の見直しは喫緊の課題。
●年金制度の法改正など社会環境の変化に伴い、65歳までの
定年延長も含め、入社から定年までの一貫した社員制度の構
築が必要。
●社員区分の多層化、会社の組織改正に伴い、地域社員の人
事異動の範囲や賃金・労働条件・戦力配置面など人事・労務
上の課題が顕在化。
●社員区分に関わらず、現に発揮されている能力と実績が適正
に評価されモチベーションアップにつながる制度や、育児や
介護などを理由とする望まない離職の防止などに向けた、柔
軟な制度も必要。

取り組み概要

●運送業
●従業員数：41,099名　（2019年4月現在）

●組合員数：28,855名　（2019年4月現在）

●ユニオン・ショップ制
（注）期間社員はユニオン・ショップ協定締結に向けて組織化中

限定職社員は地方組合員（現地支部の組合員）のため上記に含ま
ず（オープン・ショップ制）

●組合員範囲：課長以上は非組合員。一旦、非組合員と
なった者は組合員とならない

全日通労働組合

日本通運株式会社

総合職社員：6,509名、エリア職社員：20,656名、エル
ダー社員：692名、期間社員：998名

正社員（総合職社員、エリア職社員）：32,107名、有期
社員（期間社員、限定職社員、エルダー社員）：8,992名

今後の
取り組み ●「働き方改革」「休み方改革」実現に向けた社内風土や意識改革の取り組み。

●エルダー社員を含めた定年年齢以降の働き方の検討。
●キャリアにあわせた双方向の社員区分変更を可能とする仕組み（総合職社員・エリア職社員）をはじめ、望ま
ない離職防止や働き方の多様化への対応、さらなる柔軟な制度づくりの検討。

支店社員・契約社員はオープン・ショップ制
だったから、新社員区分のエリア職社員の
ユニオン・ショップ協定締結に向けて、組
合はエリア職社員への雇用区分変更対象
者全員から組合への加入意志を確認。
新制度によって全員が賃金アップするわ
けではなかったけど、現給補償の上、全体
の労働条件（新退職金制度の導入・正社
員の労働条件適用等）は改善されると丁
寧に説明し、加入活動を行ったよ。
また、新制度の情報を随時発信！早く情報
提供し、今まで以上に組合の存在感を示
したんだ。

（注）2019年度以降の新制度への移行について
・全国社員は、職種によって総合職またはエリア職社員に移行（営業・事務は総合職社員、技能はエリア職社員）
・支店社員〔定年制〕は、勤務場所、担当業務や職務内容によって、エリア職社員または限定職社員〔定年制〕に移行
・支店社員〔期間〕および契約社員は、勤続年数や勤務場所、担当業務や職務内容によって、エリア職社員または期間社員、限定職社員に移行
・他にグローバル社員（特定の国での異動）の社員区分あり、2018年度以前の社員区分がそのまま適用

短時間勤務の支店社員・契約社員がいた
ことや、ライフスタイルの変化に対応でき
る柔軟な制度が必要だという思いから、エ
リア職社員に短時間勤務制度を導入！
育児や介護など事情がある場合、フルタ
イム勤務から短時間勤務に相互転換でき
るようになったよ。

●2018年3月

制度改革の概要（社員区分、役割等にもとづく人事制度、
人事評価制度、労働諸条件等）について労使合意

●2018年7月

第73回定期全国大会にて、「入社から65歳までの働き方」
に関する組合の考え方や方向性、対処方針等を決定

●2018年11月

社員制度、定年制度、賃金制度、新退職金制度等について
労使確認

●2019年1～3月

有期社員（支店社員・契約社員）への組合加入活動
・2019年4月にエリア職社員への雇用区分変更対
象者へ組合加入の意志確認を全支部で実施

・正社員と同様の働き方をする支店社員・契約社員約
3,940名を組織化

2018年度以前は、地域社員や支店社
員、契約社員の賃金等の労働条件は、現
地の組合支部と支店間での協議・協約な
どで決定していたことから、地域によって
差があったよ（全国社員の労働条件は組
合中央本部・本社間）。
賃金体系・水準、休日・休暇などを全社統
一的な取り扱い（組合中央本部・本社間で
の協議・協約）にするために、支部の意見
や要望を聴きながら議論を積み重ねたよ。

新制度では、賃金・一時金をはじめ休日・
休暇制度や退職金制度、人事評価制度
などの労働諸条件を統一！人事制度を仕
事・役割基準に転換して、役割やキャリア
パスを明確し統一したことで、公平感や
一体感の醸成につなげたよ。

ココ知っとこ

当事者の声

●同じ地域で働いていて、社員区分で賃金や労働条件
等に差があるのはおかしい。
●同じ働き方をしている有期社員の処遇が引き上げられ
てよかった。

社員

●新社員制度によって、有期社員からエリア職社員とな
り、65歳まで働けるようになった。
●エリア職社員になったので、支店社員時にはない退職
金制度が適用されて嬉しい。

エリア職社員・期間社員

●有期社員の業務のすみ分けや、全国区々であった賃
金制度の一本化には苦労した。支店ごとの手当は原
則廃止したが、基本給への組み込みや調整給の支給
などで、現給補償とすることができた。コスト議論では
なく、同一労働同一賃金の主旨に沿った制度改革に
踏み切った会社の今回の決断を、組合としても評価し
ている。

執行部

●2019年4月

・新社員制度・賃金制度・人事評価制度の導入（年功・能
力主義にもとづいた「職能資格制度」から、どのような
仕事・役割を果たしているかを基本にした「役割等に
もとづく人事制度」とし、賃金制度や休日・休暇など労
働条件を統一）
・支店社員・契約社員約11,000名のうち、
約3,600名を「エリア職社員」、約2,400名を「期
間社員」に変更し、賃金・労働条件など正社員と同じ
制度を適用
・定年年齢の引き上げ（2023年4月からの65歳定年
制度確立に向けて、2019年後以降、段階的に1歳ず
つ引き上げ）
・限定職社員は個別賃金を基本とするもののエリア職
社員との均衡待遇

（２）経過

●2014年

1年ごとの有期雇用で働く支店社員が、勤続5年以上で
転換できる支店社員〔定年制〕の社員区分を新設

●2016年春季生活闘争

組合から定年制度見直しを要求。「新たな働き方の仕組
み」や「賃金等のあり方」など諸課題を含め、「入社から
65歳までの働き方」を検討・討議することを労使で確認

●2017年春季生活闘争

定年延長見直しに向け、従来の社員制度や賃金制度の抜
本的な見直しについて、結論を見出すことを労使で確認

●2017年7月

第72回定期全国大会にて、社員制度・賃金制度の抜本的
改革に向けた労使協議への組合の基本スタンスを確認

2018年度以前
【社員制度の概要】

2019年度以降

社員区分

全国社員
（無期・転居を伴う異動）

社員区分

総合職社員 約12,000名 全国・海外拠点

異動範囲 組合加入従業員数
※2019年4月現在

賃金・一時金等の
労働諸条件

地域社員
（無期・地域限定）

支店社員
〔定年制〕（無期）

支店社員
〔期間〕（1年ごとの有期）

契約社員
（1年未満の有期）

エルダー社員
有期、

定年退職後の再雇用

エリア職社員

期間社員

限定職社員
〔定年制〕

限定職社員
〔期間〕

エルダー社員

約20,000名

約2,400名

約5,600名

約1,000名

特定地域限定
（原則転居を伴わない）

ユニオン・ショップ制

ユニオン・ショップ
協定締結に向けて
組織化中

オープン・ショップ制

ユニオン・ショップ制

個別の労働契約
組合支部・

特定支店間協議

全社統一的な取り扱い
組合中央本部・
本社間協議・協定

エリア職社員に
準じる

勤務場所等を
限定

勤務場所を指定

全社統一的な取り扱い
組合中央本部・
本社間協議・協定
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〔続報〕スタッフ職全員の無期雇用化とユニオン・ショップ協定

JEC連合｜大星ビル管理労働組合
事例
9

処遇改善・同一労働同一賃金

（1）背景　
●もともと派遣社員として働いていたスタッフ職は、派遣契約
時の時給をそのまま引き継いだため賃金に差。昇給制度もな
く、勤続年数が長くても時給は変わらない。
●組合は、毎年春季生活闘争でスタッフ職の処遇改善を要求し
てきたが、さらなる処遇改善が必要。
●今まで以上にスタッフ職の意見を聞きたい、組合活動にも参
画してほしいという思いから、スタッフ職全員の組織化とユ
ニオン・ショップ協定の締結は必須。
●2012年改正労働契約法の無期転換や、同一労働同一賃金
を踏まえた働き方改革関連法への対応も課題。

取り組み概要

●ビル管理業
●従業員数：1,314名　（2018年3月現在）

●組合員数：839名　（2019年6月現在）

●ユニオン・ショップ制　
●組合員範囲：職能クラスがマネジメント級かつ役職が部
長クラス以上を除く従業員

大星ビル管理労働組合

大星ビル管理株式会社

職員：609名、施設管理職員：159名、再雇用嘱託（定
年後再雇用）：26名、スタッフ職：45名

職員：606名、施設管理職員：420名、再雇用嘱託 : 69
名、スタッフ職 : 48名、その他 : 171名（短期アルバイト・
特別職など）

【主な職制の概要】

2015年事例集※で、スタッフ職制の導入
や組織化について紹介しているから参考
にしてね。
※「2015パート・有期契約労働者等組織化・処
遇改善取り組み事例集」

職員

職種

週の所定労働時間

契約期間

賃金

配転の有無

主な属性

技術職、事務職

40時間

無期

月給

転居を伴う配転あり

いわゆる正社員に該
当（60歳定年制）

施設管理職員

ビル管理職、保安・警
備職

40時間

無期

月給

転居を伴わない事業
所間配転あり

中途採用のシニア職
制（65歳定年制）

スタッフ職

事務職（定型的な補
助業務等）

35時間

無期
（注）2018年4月以前

は半年ごとの有期

時給

配転なし

30～40歳代が中心
（60歳定年制）

（２）経過

●2010年3月

派遣社員の直接雇用化（「スタッフ職」として半年ごとの
有期契約）に伴い、スタッフ職の組織化開始

●2011年11月

スタッフ職70名中24名が組合に加入
■組合費：月1,000円

●2011～2015年春季生活闘争

組合はスタッフ職の処遇改善に向けて、時給の引き上げや
一時金の支給、各種制度の適用や新設などを毎年要求
→一時金を獲得（2011年：1万円、2014年：2万円、
2015年：3万円）
資格奨励金制度・査定昇給制の新設（2013年）

●2016年春季生活闘争

40円の時給引き上げ、一時金6万円、正社員登用制度
の新設、各種処遇改善を要求
→一時金3万円を獲得（一部継続協議）

●2017年春季生活闘争

40円の時給引き上げ、一時金5万円、各種処遇改善を要求
→一時金4万円を獲得（一部継続協議）

●2017年9月

・会社から組合に「スタッフ職の無期雇用化」の提案
・組合から無期雇用化に伴い、ユニオン・ショップ協定
の締結を要求

組合は、会社にスタッフ職のユニオン・
ショップ協定締結を求めたよ。でも会社
は、労働協約で有期契約社員を組合非加
入としていることや、スタッフ職の就業意
識が多様であることを理由に、ユニオン・
ショップ協定の対象とするには時期尚早
と判断し、応じなかったんだ。

2010年当初から組合は継続して、恒常
的な働き方をしているスタッフ職は、一時
的な業務を担う有期雇用契約ではなく、
長期的かつ安定的に働ける無期雇用契約
にすべきだと会社に主張していたよ。
スタッフ職の処遇改善に向けて、粘り強く
対応してきた組合の成果だね！

今後の
取り組み

●組合がスタッフ職の処遇改善を長年継続して要求してきた結果、賃金以外の労働条件は改善されてきた。
今後は、定期昇給制度の導入を含めて賃金面での改善を進めたい。
●現時点では、執行部にスタッフ職の役員がいないため、来期はスタッフ職を含めた役員体制を検討している。
しかし、スタッフ職は短時間勤務のため、通常就業時間後に行う組合活動の参加にあたって課題がある。

●2017年11月

・スタッフ職全員に意識調査アンケートを実施
・無期転換および組合加入に関する組合説明会を実施
（計3回：2017年11月、2018年1月、2月）

●2018年春季生活闘争

70円の時給引き上げ、一時金10万円、正社員登用制度
の新設、退職餞別金制度の導入、各種処遇改善を要求
→一時金4.5万円を獲得、一部継続協議

●2018年4月

勤続5年未満も含め、スタッフ職全員45名が無期転換
スタッフ職のユニオン・ショップ協定締結
■組合費：月給×1.2％×68％　（注）職員は月給×1.8％
→正社員登用制度の新設
退職餞別金制度の導入（勤務3年以上で3～13万円
程度の支給、定年や勤務10年以上の加算あり）

●2019年春季生活闘争

70円の時給引き上げ、一時金10万円、休暇制度の処遇
改善（職員と同待遇）、各種処遇改善を要求
→一時金制度化を獲得（標準者で3.6万円）
休暇制度を職員と同じ取り扱いに改正

【スタッフ職の休暇制度】

改正前項目

年次
有給休暇

夏季休暇

アニバーサリー
休暇

付与日数 :
法定通り（勤続6ヵ月で年10日、
1年6ヵ月以上は1年を増すご
とに1日加算、3年6ヵ月以上は
1年を増すごとに2日加算）

有効期間 :
付与日から2年間

結婚休暇な
ど特別休暇
の賃金の取り
扱い

なし 2日（有給）

なし 2日（有給）

無給 有給（2020年度から実施予定）

付与日数:
勤続2年未満 年12日
勤続2年以上 年20日

有効期間 :
付与日から3年間

改正後

●組合加入説明にあたり、メリット部分のみの理解・認識
とならないように、スタッフ職で働く人自身にも積極的
に意見し活動する主体になってもらいたいことも加え
て、丁寧に説明した。
●春季生活闘争前に行うアンケートで、スタッフ職の意
見を集約し、処遇改善に取り組む土台としている。

執行部

●スタッフ職は賃金が低く弱い立場にある。同じ職場の
仲間として力になってあげたい。

職員

●今の賃金では食べていくのがやっと。生活に余裕やゆ
とりはあまりない。
●長期間働いても時給が全く変わらないため、モチベー
ションの維持が難しい。
●収入が少ないこともあり組合費が負担に感じる、組合
に加入したらどんなメリットがあるのか。

スタッフ職

スタッフ職は、先行して既に組合
員になっている一部の人を除い
て、組合や組合活動に馴染みがな
い人ばかり。また、組合費を負担に
感じる人もいたから、執行部は、組
合の重要性や活動内容をはじめ、
会社とのユニオン・ショップ協定締
結をめぐる交渉や処遇改善に向け
た交渉状況の進捗報告など、可能

な限り丁寧にきめ細かく説明。こうした執行部の姿勢がス
タッフ職全員の組合加入につながったんだね。

ココ知っとこ

組合活動は、「組合役員（執
行部）だけがやるもの」では
なく、「組合員一人ひとりが
主体的に取り組むべきも
の」になります。個々の「職
場」で実行されることが原
理原則で、組合活動が一番
盛んに行われるべきなのは
「職場」であり、最も活動す
べきは「組合員一人ひとり」
になります。身近で起こって
いる問題を放置せずに改善
していく、隣の人が困ってい
ることに手を差し伸べる、組
合役員と連携する、それが
組合活動になります（一部抜
粋）。

当事者の声

職員やスタッフ職などみんなで楽しんだ組合レク

組合説明会資料
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進化した再雇用者制度導入で、第一線で活躍できる働き方へ

自動車総連｜ヤマハ発動機労働組合
事例
10

再雇用者

（1）背景　
●2006年に旧再雇用制度を導入。再雇用希望者は、当初は５
割程度であったが、徐々に増加し10年後には８割程度に。勤
続年数も伸長し、再雇用者は全社員の１割程度の規模に拡大。

●社内で再雇用者の存在感が大きくなる中、再雇用者から仕事
と処遇のバランスや、自分に求められる役割への曖昧さに対
し課題の声が。他方、現場の監督職が再雇用者の活用に戸
惑う場面も。組合として、再雇用者が活躍できる労働環境の
検討が必要と考える。
●会社側も、企業競争力の強化に向け、拡大する60歳以上の
従業員が活躍できる労働環境の検討が必要という認識。

取り組み概要

●輸送用機器、精密機器、機械、その他（バイク、マリン製
品、電動アシスト自転車、産業用ロボット、無人ヘリコプ
ターなど）の製造・販売
●従業員数：11,601名　（2019年7月現在）

●組合員数：9,745名　（2019年7月現在）

●ユニオン・ショップ制　
●組合員範囲：管理職を除く者

ヤマハ発動機労働組合

ヤマハ発動機株式会社

正規社員：8,961名、エキスパート社員（再雇用者）：
776名、その他社員：8名

正規社員：10,385名、エキスパート社員（再雇用者）：
1,056名、その他社員：160名

2001年の年金法改正に伴う年金支給年
齢の段階的引き上げを見据え、意欲のあ
る人が不安なく、より活き活きと働けるた
めの制度を作るために、早々に労使協議
を開始。制度導入までに2年をかけてじっ
くり議論したよ。現在の新制度導入への第
一歩が既に始まっていたんだね。

アンケートや懇談会を通じて、住宅費など
の経済的負担の増加や私傷病、家族の介
護などの理由で、再雇用を希望したくても
できない、安心して仕事に打ち込めないと
いう声がある事がわかったよ。組合は当事
者の声から見出した課題をひとつひとつ
丁寧に要求し、改善に結びつけたよ！

再雇用契約の選定基準はあるものの、多
くの希望者に再雇用の道が確保された
よ。さらに直接雇用化に合わせて同じ職場
で働く仲間として、再雇用者も組合員に。
再雇用者にとっても組合とのつながりを
維持することは「活き活き」と働くための
職場づくりに意義のあることと理解されて
いたんだね！

今後の
取り組み

●制度の運用が適正にされているか、職場ヒアリング
を通じて確認。
●体力の低下などに配慮した職場環境の整備。
●高年齢期の就労を見据えた、早期からの意識の醸成。

【再雇用者】
「業務の役割が不明確」「培った能力やスキルを
もっと発揮したい」
「現状の処遇ではモチベーションの維持が難しい」
 【正規社員(職場・現場監督職)】
「再雇用者に残業や交代勤務を依頼し難いときがある」
「再雇用者のモチベーション向上をはかり職場全体
の活性化につなげたい」

再雇用者がモチベーションを持ち、知識・ス
キル・能力を最大限に発揮できるように人事
考課制度を導入。退職金に反映されたよ。

●2009年1月

再雇用者の人事考課制度・退職金制度を導入

●2013年4月

希望者全員の再雇用化（2013年4月施行の改正高年
齢者雇用安定法への対応）

●2013年11月

再雇用者の労働条件改善
寮・社宅の継続利用、特別休暇（傷病・介護・看護）の継続利用

●2014年11月

「50歳セミナー」の導入について検討スタート
60歳以降の就労を見据えたキャリア形成やライフプラ
ンに向けた支援策について労使で議論をスタート。
2016年に「50歳セミナー」を導入

●2015年2月

団体交渉にて再雇用者の処遇改善を要求
退職金上積みを要求をし、有額回答（以降2018年まで
同様に改善）。

●2018年2月

団体交渉にて再雇用者が活躍できる働き方を提言
職場の声や意識調査の結果を背景に職場の実態を提示

60歳定年を迎える正規社員で、定年再雇用契約を希
望し、体力、健康面や定年前の人事考課など一定の
基準を満たすもの。

対象者

雇用形態

契約期間

勤務形態

基本給

一時金

業務管理
人事考課

期待役割
業務内容

ヤマハ発動機(株)の直接雇用の「嘱託契約」社員

フルタイム勤務

現役時に培った専門性・技能を活かせる領域で活躍

なし

なし

役割に応じた４つの職務ランクに基づき決定

1年間 
上限年齢は平成16年施行の「改正高年齢者雇用安
定法」に準ずる

対象者

雇用形態

契約期間

勤務形態

基本給

一時金

業務管理
人事考課

期待役割業
務内容

1年間 
上限年齢は65歳（但し、体力・健康面や定年前の人
事考課など一定の基準に満たないものは、老齢厚生
年金の報酬比例部分の支給開始年齢まで）

培った専門性・技能を活かし「第一線として活躍」する
原則、定年前の経験職場での職務を継続。業務・事業
場の必要性により異動や出向等を命じる。

60歳定年を迎える正規社員で定年再雇用契約を希
望するもの

毎年、目標管理に基づき人事考課を行い一時金に反映

（注）その他手当・休暇・福利厚生などは正規社員とほぼ同様

ヤマハ発動機(株)の直接雇用の「嘱託契約」社員

フルタイム勤務

60歳定年時の資格等級に基づき決定

6月・12月支給

●役割が明確になり、残業や交代勤務の指示が行いや
すくなった。
●体力に応じた業務の配置に悩むことがある。

正規社員（職場・現場監督職）

●制度導入により役割や処遇が変わった分、責任を感じ
るし頑張ろうと思う。
●一時金の支給もあり、働くモチベーションが上がる。
●処遇は上がるが体力を考えると、求められる業務が行
えるか不安。

再雇用者

当事者の声

（２）経過

●1999年10月

秋の取り組み団体交渉で60歳以降の就労確保を目的と
した労使協議のスタートを確認

●2000年1月

労使委員会の設立、労使協議スタート

●2001年4月

「60歳以降の就労を確保する制度」を導入
【制度の概要】
60歳以降の就労を望む者のうち、会社が適当と認めた
者（健康、体力、勤務態度等により判定）を対象に、派遣

形態で就労。契約期間は最大1年間（65歳未満まで更
新可）。勤務形態はフルタイム、短時間、短日数など個人
ニーズと職務ニーズを調整の上決定。

●2005年11月

改正高年齢者雇用安定法への対応として、60歳以降の
雇用について労使協議

●2006年4月

「60歳定年退職者再雇用制度」を導入
【制度の概要】

執行部は、アンケート調査やヒアリング
を適宜実施し、再雇用者の思いや不安
の声など職場全体の課題を把握。ひとつ
ひとつ丁寧に労使協議を積み重ね、制
度として整備してきたよ。新制度もス
タートを切ったばかりだけど、既に執行
部には課題が見えつつある様子。職場
の声を背景にこれからも改善を進めて
いくんだね。

ココ知っとこ

●2019年1月

「エキスパート社員制度」の導入
【制度の概要】
再雇用者の約97%が新制度での再雇用を希望

●2018年3月

『再雇用者の働き方の見直し』に向けて定年後再雇用制
度改定の議論をスタート（再雇用者の役割・活躍・処遇を
観点に労使で議論）
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再雇用者

再雇用制度の見直しと組織化に向けてラストスパート

フード連合｜味の素AGF労働組合
事例
11

（1）背景　
●2016年春季生活闘争にて労使で設立した総合的労働条件
検討部会（専門委員会）で、従業員の会社、制度に対する満
足度、不満足感を可視化すべく全従業員向けアンケートを実
施。再雇用制度に関する不満（仕事内容と報酬のバランス、
働き方の柔軟性）を認識。　　　　　　　　　　　　　
●2020年にかけ再雇用社員が急増することや社会的情勢、上
部団体のフード連合や味の素グループ労働組合の方針を踏
まえ、あらゆる雇用形態の仲間（再雇用社員）も安心して長く
働ける社会、雇用、職場づくりのための対応が必要との認識
から、再雇用社員の組織化への取り組みを開始。

取り組み概要

●飲食料品の製造・販売
●従業員数：700名　（2019年4月現在）

●組合員数：419名　（2019年4月現在）

●オープン・ショップ制
●組合員範囲：基幹職(管理職)・再雇用社員を除く者（対象
者420名）

味の素AGF労働組合

味の素AGF株式会社

●再雇用社員とさらに連携を深め、労働条件の向上、豊かな人生の
実現をめざしていきたい。
●再雇用社員は、元基幹職（組合員範囲外）の方が大半。しかし、同
じ職場で働く仲間として知見・経験の伝承など組合員に力を貸し
てもらうというスタンスで組織化に取り組んでいく。

執行部

●以前は再雇用前後で役割や業務量に変化がなく、給与だけ減額
され、時短勤務制度等も実際には使いにくい状況だった。現在は
休みが多くなり、以前よりは給与も上がり、勤務地域も選べるよう
になってありがたい。
●愛着のある会社で続けて働けることが嬉しく、立場や部署が変
わって初心に戻ることで次の挑戦につながっている。
●常に新しいことに挑戦し続け、自分自身のモチベーションを維持
していきたい。

再雇用社員

正規社員：419名

正規社員：650名、再雇用社員：50名

今後の
取り組み

総合的労働条件検討部会では、再雇用制度だ
けでなく全従業員に通じる働き方の見直しも
話し合ったよ。その結果、全従業員へのフレッ
クスタイム制の導入や所定労働時間の変更（7
時間40分→7時間）、時間単位での年次有給
休暇取得制度（年次有給休暇のうち5日分）な
どが段階的に導入されたんだって。性別・年齢・
特別な事情を問わずすべての人がライフプラ
ンの実現に向けて取り組めるね。

ココ知っとこ

●再雇用社員の組織化を組合員の理解を促しながら進
めていく。
●職場討議を活性化し、労使はもちろん働く人同士の
議論を深めていきたい。

各部門の役職・性別・年齢を問わない様々な
メンバーで構成し、労使双方での現場実感
を重視した忌憚のない意見交換をしたん
だって。1年後の2017年5月からは、「働き
方改革推進討議会」に名称を変更。3ヵ月
に1回の頻度で現在も行われているよ。

再雇用社員が組合員になった際は、正規
組合員と組合費に差をもうけても、大会の
議決権や選挙権・被選挙権を認めて権利
は同じにする方向だよ。組合の年間方針、
取り組みを決議する最も重要な機会だし、
活動をともに進めていく中で、権利に違い
があるのはおかしいという考え方からだ
よ。職場にとっての再雇用社員の存在が
大きい証拠だね。

（２）経過

●2016年4月

2016年春季生活闘争の団体交渉時に「全従業員の処
遇改善のためには、企業の方針を労使で共有し、働き方
全体を考える必要がある」と、総合的労働条件検討部会
の立ち上げを提案。部会発足にあたり、前段で全従業員
に向けたアンケートを実施したところ、再雇用制度（勤
務地・賃金体系）に関する問題が浮き彫りに。

●2016年5月

総合的労働条件検討部会スタート
労使それぞれから総合的労働条件検討部会のメンバー
を選任。各種労働条件や働き方改革の推進、再雇用

当事者の声

総合的労働条件検討部会の目的・方針

目的：社員一人ひとりが成長・自立し、更にいきいきと働き続けられる
会社とするために、総合的労働条件のあるべき姿とその実現
に向けたロードマップを提案する。

方針：以下の5点を大切にする。

１．労使で忌憚のない本音での協議と、それによる本質的な改善
２．社員の安全と心身の健康
３．過去よりも、現在及び将来の変化への対応
４．メッセージ性が明確でシンプルな制度づくり
５．総実労働時間の削減とライフプランの実現に向けた主体的選択
の支援

●2018年7月

就業規則と再雇用制度※を改定
労使で話し合われた内容をもとに再雇用社員が各々
の自己実現を成し遂げながら会社の成果を生み出せ
る制度をめざして、就業時間の短縮をメインに改定。

●2019年4月～

執行部が組織化のための取り組みをスタート
再雇用社員との連携・対応に関する仕組みやルールが
ない現状を踏まえ、中央執行委員会で議論。将来的に
は現組合員もいずれは再雇用の立場となること、再雇
用社員の労働条件の向上に関する労使協議を実施して
いること、職場の仲間としてともに働いていることから、
再雇用社員の組織化への取り組みを開始。

●2019年7月

職場討議開始

●2019年9月

定期大会で提案（予定）

●2020年7月

再雇用者の組織化（予定）

※〔再雇用制度の主な変更点〕

変更前 変更後

156日

再雇用時に選択

時にはコーヒーを片手に世代の異なる仲間と意見交換

制度（勤務地・賃金体系）、ローテーションルールなど
の重要テーマについて、1年間（毎月2回）かけて討議
を行った。

年間休日数 121日

勤務地域 全国（地域勤務制度選択可）

給与 労働時間を短縮しても、
年収は現行制度以上に!

週休3日に
なったよ！

希望地域を選択し、可能な
限りの配慮を行うように。
（希望地外で働く場合は基
本給10%増）
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在日ビルマ市民労働組合と連携し、支援と問題解決

外国人労働者

ＪＡＭ
事例
12

今後の
取り組み

外国人労働者からの労働相談対応で大きな課題の一つは、その相談者の母国語を話せる対応者が少ないこ
と。だけど私たち労働組合とつながっていないだけで、例えば日本人と結婚している人や留学生など、日本語
に堪能な外国人は探せばたくさんいるはず。また、日本における外国人との共生に向けたＮＰＯや行政も外国
人対応窓口の充実をはかっているから、その人たちとつながりをもって、連携していくことも大事だね。

ココ知っとこ

●母国語による労働相談を受ける体制を労働組合のネットワークでつくり上げ、そのうえで労働相談から組織化
につなげる。
●各組合の労使関係の中で、サプライチェーンの底辺で働く外国人労働者への違法行為や人権侵害を根絶す
るために、サプライチェーンにおける法令遵守と適正な価格での取引の実現を労使の課題として取り組む。
●現在、ＦＷＵＢＣ役員は全員が非専従。迅速な対応と判断が迫られることや言語の問題も含め、母国語と日本
語の話せる専従のスタッフの配置を求める。
●技能実習制度の抜本的な制度の見直しが必要。
●実習生や外国人の労働問題を適切に対応できる体制・監督署などの強化。
●送り出し団体、受け入れ団体の対応強化。
●「技能実習生」と「留学生」の分野で、違法な長時間労働や劣悪な労働環境、一部の悪質ブローカーの関与な
どの問題への対応。

●FWUBは相談者にとって母国語が通じる組織のため、
相談内容をもとに団体交渉も行うことができる。
●相談者に対して、相談者の母国語が堪能な日本人が
対応するよりも、日本語が堪能で同じ国で育ち文化や
環境も分かる相談者の母国出身の組合員が対応する
ことが最も理想的。
●外国人労働者を組織化することが重要。問題が起こっ
たときの解決方法としては、労働組合による団体交渉
が最も有効。孤独に苦闘する外国人労働者が多い。閉
鎖的な職場空間から仲間のいる空間へ引き出すのは
労働組合の役割。
●組合費を安定的に納入している組合員は40～50名
のため、財政的には厳しい。

ＪＡＭ
●ＪＡＭの担当者がミャンマー人技能実習生と一緒に会
社に未払い賃金などを受け取りに行ってくれるなど、
安定した支援を継続して行ってくれるので心強い。

●自分でなかなか病院に行くことができないので、医師
による無料の医療相談を実施してくれることはありが
たい。

ＦＷＵＢＣ

当事者の声
2019年2月26日、ＪＡＭとＦＷＵＢＣはミャンマー人技能実習生5名を支援、保護し、愛知県庁で記者会見を開いた

（1）背景
●在日ビルマ市民労働組合（ＦＷＵＢＣ）に対して、組合結成前
（2002年4月結成）から規約の作成、東京都労働委員会で
の認定、労働組合の運営方法、労働相談への対応など支援
活動を実施。
●ＦＷＵＢＣと連携している重要な取り組みがミャンマー人から
の労働相談。以前はラーメン店など飲食店のアルバイト勤務
者から解雇や賃金未払いなどに関する内容が大半。2016
年にミャンマー新政権発足を機に、ミャンマー人技能実習生
が増加（2019年で約5,000名）し、労働相談が急増。人権
侵害に関わる深刻な内容が多いため、ＦＷＵＢＣとの連携を
一層強化している。
●外国人技能実習生問題の根本にある技能実習生制度その
ものの改正（廃止）を求める運動を展開中。

（２）内容
●現在の組合員数は約130名（2019月1日現在、組合結成か
らのべ1,500～2,000名）。組合費・月500円。組合員は都
内の地域センターなどを利用して月に1度集まり、常時20～
30名が参加。セミナーの実施や組合員同士の情報交換など
を行っている。ＪＡＭと様々な課題を共有。
●指宿昭一弁護士をはじめとする外国人技能実習生問題弁護
士連絡会とは、法律や在留資格、労働に関わる課題解決に
向けて取り組んでいる。
●経済的な事情などで体調が悪くても病院に行けない組合員
も多いため、横浜港町診療所の山村淳平医師（内科）、高田
馬場さくらクリニック（整形外科）と連携し、無料で医療相談
を実施。医療、健康、労災問題に関わる課題解決に向けて取
り組んでいる。

・会社倒産と未払い賃金
・会社の人権侵害と違法行為
・最低賃金法違反
・労働基準法違反

取り組み概要

●近年、ミャンマー人技能実習生からの労働相談は、
Facebookメッセンジャーアプリに寄せられることが多い。
基本的には日本語を話すことができるＦＷＵＢＣのミンスイ
会長、テンテンウー書記長のほか数名が対応する。そこで解
決が難しい案件の場合はＪＡＭに引き継ぐ。

【ＦＷＵＢＣの相談体制】
・相談者から現在の勤務先を確認（相談者が報告しない場合
は相談を受け付けない）。
・本人確認のためスマートフォンなどで撮影し「在留カード」を
ＦＷＵＢＣへ送信。
・ＪＡＭには個人情報など必要資料をすべてそろえてから相談
を引き継ぐ。

ＪＡＭが支援を始めた当時、オーバースティをし
ていた組合員が警察に保護されたことがあった
んだ。でも組合員証を持っていたから、警察から
ＪＡＭに連絡がきて支援することができたよ。

第90回メーデー中央大会（2019年）の式
典に、ＦＷＵＢＣのミンスイ会長（中央）は
「私の訴え」で登壇。参加者約3万7000
名の前で「これから増えていく外国人労働
者のために皆さんの力を貸してください」
と話したよ。

近年、ＦＷＵＢＣに届くミャンマー人からの主な相談内容
・過労死ラインをはるかに超える長
時間労働
・日常的な暴言による脅迫と監視、
自由な行動の不当な拘束

・技能実習とは無縁な仕事
・残業代300円
・強制帰国の脅し
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外国人労働者
事例
13

様々な団体との連携で外国人労働者の相談や課題解決に向けた体制づくり

連合長野

今後の
取り組み ●多様化する課題や新たに生じた問題に対し、地域のあらゆる支援団体と連携したネットワークを形成し、実態

に即した適切な支援をめざしていく。
●外国人労働者からの労働に関する相談はもとより、暮らしの相談を適切な支援につなぐために、現場の声を踏
まえた行政・民間組織との連携を深めていく。
●外国人労働者、外国籍県民に寄り添いつつも、抱え込まず、適切な支援につなぐことができるよう、必要な心
構えやスキル・ノウハウを積み上げていく。
●外国人労働者、外国籍県民の声を踏まえた雇用・生活支援に寄与し、職場・地域の多文化共生社会の実現に
貢献することをめざす。

●1990年の入管法改正以降、長野県には製造業を中心とした
就労目的の日系ブラジル人が急増するなど、外国籍県民が
増加。その後、県内の景気の下向により減少が続いていた
が、2015年から再び増え、2018年12月末の県内の外国籍
県民数は35,493人と前年に続いて増加（対前年比2,556
人増［＋7.8％］  ※下記参照）。

背景（長野県における外国人を取り巻く環境）

主な連携先の取り組み

●連合長野には1998年頃から相談が寄せられ、労働に関わる
問題にとどまらず、子どもの教育や暮らし、医療、社会保険な
ど生活者としての相談も。そのため、受入企業の体制づくり
だけでなく、多職種・他機関との協働、外国人支援に関する地
域でのネットワーク構築などの「多文化共生の推進」が必要
と判断。あらゆる支援団体とのネットワークを通じて、外国人
の日本・地域での定住を支援し、健康で安心できる地域社会
の実現をめざすとともに、長野県多文化共生推進指針策定
（委員）など審議会へも参画し、働く者・生活者の声を反映。
●これまでは、日本で数年勤務し、日本語が話せる外国人労働
者からの労働相談が多かったが、近年は人手不足の影響など
で、急速に外国人労働者が増え、国籍も言語も多様化し、来

取り組み概要

※2011年末までは「外国人登録者数」（市町村の外国人登録者数を集計した数値）。
　2012年末からは「外国人住民数」（市町村の住民基本台帳上の外国人人口を集計した数値）。
※数値は長野県国際課の集計であり、出国記録等によって調整された法務省「在留外国人統計」の数値とは差が生じている。

長野県内に在住する外国人の推移（毎年12月末現在）

長野県県民文化部国際課
共生社会に向けた環境整備がより急速に求められていることを
受け、多文化共生の意識づけ、次世代の育成、日本語学習の支
援に重点を置き、国籍や文化の違いを尊重し、多様性を生かし
た豊かな地域づくりに取り組んでいる。また、外国籍県民への
アンケート調査を実施し、現在、「多文化共生推進指針」の見直
し議論をしている。市町村相談体制の充実、相談センターの設
置、災害発生時の支援の拡充、日本語教育や外国人児童・生徒
等への教育支援の充実を進めている。
公益財団法人長野県国際化協会
「長野県多文化共生推進指針」の趣旨に沿い、多文化共生、国
際理解、国際交流に関する事業を実施。
国際関係団体や外国籍県民のネットワークづくり、生活支援、
相談窓口、外国籍児童等への教育支援、災害時への対応、留学
生の交流・住宅確保支援、技能実習生支援、情報発信等、幅広
く活動を展開している。ブラジル人学校を主要な支援対象とし
た外国籍児童就学支援事業「サンタ・プロジェクト」では、母国
語教室児童への学費支援に加え、日本語学習コーディネーター
を派遣し、児童・生徒への学習支援や、学校と地域団体の支援・
コーディネート活動を行っている。

地域で共生が大切なのはもちろんで、
「職場での共生」も重要な視点だよ。
「働く側の労働組合が訴えていくしか
ない」と、連合長野は県内の協議会・審
議会など様々な会議に参画しているん
だ。こうした会議メンバーとの日常的な
つながりをつくっていくことで、新たな
支援ネットワーク体制の構築をめざし
ているんだよ。

日間もない母国語のみしか話せない外国人労働者からの多
岐にわたる相談がある。こうした実態から、行政・地域との
ネットワークを通じた様々なＮＰＯ団体・福祉団体との連携に
よる支援を実施。
・長野県就業促進・働き方改革戦略会議への提言により長野
県外国人材の就労に関する対応方針への反映。
・長野県労働問題審議会・地方労働審議会での提言により労
働者としての権利保護、労働関係法令遵守、各種共生施策、
相談支援、多言語対応などの推進。
・公益財団法人長野県国際化協会の外国籍児童就学支援事業
「サンタ・プロジェクト」への参画（企画審査委員、事業への助
成金支給）。

・外国人労働者の心のケア研修会などを通じたＮＰＯ法人プラ
スアイとの連携（労働相談・心のケア相談・生活相談など）。
・外国人技能実習機構長野支所への要請行動・意見交換。
・外国人労働者をはじめ、外国籍県民からの多岐にわたる相談
に対応できるよう、様々な分野の関連団体・支援団体・ＮＰＯ
団体との日常的な連携。

●国籍・地域別では、ベトナム1,064人、ブラジル248人の増
加、在留資格別では技能実習1,171人、技術・人文知識・国
際業務254人の増加（対2017年比）。在留資格の「永住者
（一般永住者）」が全体の約40%を占めている。

製造業が多い地域では、急速に外国人労働者が増え
ていて、行政サービス、医療・生活情報の多言語化や
市町村の相談体制整備が課題の一つ。母国語しか話
せない子どもも増えていて、日本語指導の先生や教室
の不足、県内約200人の学校に通っていない子ども
への対応なども課題。外国人だけでコミュニティがで
きていて、住民との関わりが弱い地域もあったり、共生
社会への課題はたくさんあるんだね。

ココ知っとこ

心のケア外国籍児童
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［出所］長野県県民文化部国際課

県内景気の減退による
ブラジル人の減少が
全体に影響

35,493

44,726

8,646

ベトナム

ブラジル

中 国
入管法
改正

ピーク

合計

中国

ブラジル

フィリピン

韓国・朝鮮

ベトナム

タイ

その他

ＮＰＯ法人プラスアイ
職場内のメンタルヘルスの改善、研究に取り組む大学教授や産
業医等で構成するＮＰＯ法人。
外国人労働者が日本で感じる苦労、受け入れる側の心構えを学
び、必要な支援のあり方を考えるため、心のケアをテーマに研
修会を行っている。日本社会のルールや文化を押しつけるので
はなく、企業側が多文化を受け入れ、支えていくことが必要。ま
た、事業場でできる支援策の限界を把握し、企業で抱えこむこ
となく、様々な支援資源との地域連携を考えることの重要性を
訴えて活動している。
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派遣など

企業の枠を越えて集い連帯するゼネラルユニオン

UAゼンセン｜人材サービスゼネラルユニオン
事例
14

派遣など

NHK事業に関わるすべての働く人が働きやすい職場に

メディア労連｜ＮＨＫ関連労働者合同労働組合
事例
15

（1）背景　
●人材派遣業、業務請負業界等で働く仲間で組織された労働
組合。ＵＩゼンセン同盟（現ＵＡゼンセン）や連合東京の相談窓
口に派遣・請負派遣スタッフから様々な悩みが数多く寄せられ
たことから、2004年5月に結成。
●複数の人材サービス企業を横断的に組織し、集団的労使関
係を築いている国内唯一の単一労働組合として運営（ゼネラ
ルユニオン）。
●企業横断的に運営しているが、企業ごとにユニオン・ショップ
協定を結び、企業別の集団的労使関係をベースに、長期的で
全体的な労働環境の整備や労働条件の継続的改善に努める。

（2）内容　
●経営対策と労働条件対策が最も重視した活動。
・経営対策については「労使関係の一層の強化・発展」。派遣
業界の健全な発展を通じた雇用拡大と、組合員の雇用確保、
労働条件の維持・向上のため企業の存続・発展に協力する。
組合員にとっての正当分配を要求し、交渉によって獲得をめ
ざす。企業業績の確保・向上に資する活動を継続実施（現場
の実情、派遣組合員の声を代弁）。特に企業の各現場におけ
るコンプライアンスの徹底は、基盤を支える重要なテーマ。
実態のチェックと課題把握を行い、労使協議等を通じて改善・
是正を働きかける。

・労働条件対策については「組合員の雇用安定・確保、労働条
件の向上」。組織内の日常活動では苦情処理、個別オルグや
各種集会・会議での意見集約等により、問題改善をはかる。
春季生活闘争（ＵＡゼンセンでは「賃金闘争」）では、上部団
体であるＵＡゼンセンの方針をもとに賃金・一時金、労働条件

取り組み概要

●組合員数：25,108名　（2019年4月現在）

●ユニオン・ショップ制（9社）
●オープン・ショップ制（1社）
●組合員構成：人材サービス企業10社で働く派遣社員を組織化

無期雇用：16,677名、有期雇用：8,431名
（サービス系派遣3社［4,359名］、製造系派遣1社［2,390
名］、技術系派遣3社［18,081名］、その他3社［278名］）

今後の
取り組み ●労働政策審議会「同一労働同一賃金部会」の委員就任

により、実際に派遣現場で働くＪＳＧＵ組合員の声を踏ま
え、派遣就労の処遇改善につながるよう法改正論議に取
り組む。
●人材サービス産業の産業政策の立案。

ＪＳＧＵの重視している活動の中には、組合員が孤立
しないように、分会（分科会）活動（タテ［会社］のつ
ながり）と支部会活動（ヨコ［地域］のつながり）を
作っているよ。「分会」は、「組合員の声」を集めて、
労働条件の向上や職場環境の改善をめざした、団
体交渉、労使協議会のほか、異なる派遣先で働く同
じ会社の仲間が職場集会や交流会を開催している
よ。「支部」は全国を8支部に分けて、同じ地域に住
む仲間が分会・会社の枠を越えて、家族も参加でき
る交流会や組合、共済の知識を深める勉強会をして
いるよ。ともに各地域ごとに年数回実施して「ヨコの
つながり」を深めているんだ。

人材サービスゼネラルユニオン（ＪＳＧＵ）

（1）背景　
●ＮＨＫに関連団体・会社が発足し始めた1988年7月、ＮＨＫ労
連の結成とともに、ＮＨＫ関連労働者合同労働組合（以下「Ｎ
ＨＫユニオン」）を結成。ＮＨＫの経営効率化によって職場に
パートやアルバイトなどが増加したことや、発足間もない関連
団体に労働組合がなかったことから、ＮＨＫグループのなかで、
職場の労働組合に加入資格がない・労働組合のない職場で
働く労働者の受け皿としてつくった。組織拡大に取り組んだ
結果、ＮＨＫユニオンへの個人加盟をきっかけとして組合結
成に至ったケースもあり、ＮＨＫグループ内の集団的労使関
係を構築（現在は25の関連団体のうち16団体に組合あり）。
●最近は、ＮＨＫグループから委託された民間会社や個人請負
で働く多種多様な労働者が増加。雇用先や雇用契約は違っ
ても、ＮＨＫの番組制作に携わる仲間として、何かあれば助け
たいという使命感やＮＨＫ事業に関係するすべての人が働き
やすい職場にすることが、視聴者にとって必要な放送の提供に
つながるという思いから、組合員範囲を「ＮＨＫ事業に関わる
すべての労働者」に拡大。

（2）内容　
●個人加盟ユニオン（会費：月200円）
●電話やメールで相談を受付、うち直接会って相談を受ける件
数は年70件程度。相談は、ＮＨＫ労連の全国各支部で受付し
ているが、本部対応となる案件が多い。本部では、男女2名の
役員体制で対応。
●NHKユニオンの案内チラシを各職場に設置されている組合
掲示板に設置。

取り組み概要

当事者の声

●組合員数：30名　（2019年6月現在）

●オープン・ショップ制
●組合員範囲：ＮＨＫ（日本放送協会）事業に関わる労働者
・ＮＨＫならびに関連団体、協力会社などで働くスタッフ、派遣会社、請
負契約、パート、アルバイト
・勤務先に労働組合が存在しない社員・職員など
・勤務先に労働組合が存在するが加盟資格を有しない社員・職員など

●ＮＨＫユニオンから職場の管理職に「事実確認したい
ことがある」と申し入れると、「自分たちの職場でなに
か問題が起こったのか」と緊張感が走ると聞いている。
ＮＨＫユニオンの存在が認識され、トラブルの未然防
止にもつながっている。
●ハラスメントなどの相談では、加害者側にハラスメント
を行っているという自覚がないことが多い。問題を表
面化することは、管理職をはじめ職場への意識喚起に
つながると考えている。
●切羽詰まって相談に来る人も多い。組合事務所に泣き
ながら駆け込んできて、2～3時間話を聴くことで落ち
着く場合もある。相談者一人ひとりに真摯に向き合っ
て対応するよう心がけている。

執行部

当事者の声

●組合の交流会で他社の方々とも意見交換をでき、とて
も楽しかった。
●残業について何度会社に話しても明確な回答をもら
えず、組合に相談したらすぐに来て話を聞いてくれた。
会社とも交渉してくれ、納得できる回答をもらえた。
●出費の多い時期に組合から子どもの就学祝金をもら
えて助かった。

組合員

正社員：24名（協力会社）、請負契約：5名（外国人）、有期契約：1名

今後の
取り組み

チラシは小さめでコンパクト。相談する
ことを内密にしたい人も多いから、周り
の人に気づかれにくいように手のひらサ
イズにしたんだ。目立つように表紙は鮮
やかな色（赤・緑）にしたよ。
内外の多くの人が仕事をしているＮＨＫ
放送センターでは、食堂やタイムレコー
ダーなど、多くの人が行き来する場所の
近くに組合掲示板があり（計62ヵ所）、
それぞれに設置しているんだよ。

ココ知っとこ

「派遣という雇用形態を働き方の一つと
して認めたうえで、問題点を改善してほ
しい」「派遣はダメ、規制すべしといった
単純な見方ではなく、正社員や直接雇用
の従業員としては働けない事情を抱え
る人たちの就労の機会・働き方の選択肢
でもあるということを分かってほしい」と
いう考えがＪＳＧＵの一貫した主張だよ！

ココ知っとこ

●労働問題だけでなく、メンタルに関係する相談内容が多くなってきている。メンタルヘルスケアカウンセラー
の学習と資格が必要ではないかと考えている。
●さらにＮＨＫユニオンの周知をはかり、セーフティネットを拡げたい。

まさに職場の駆け込み寺！親身になって話
を聴いてくれる役員の人柄のおかげだね。
それに、事務所は建物の奥まった場所に
あるから、他の人に見られにくく、入りやす
いんだって。

ＮＨＫ関連労働者合同労働組合（NHKユニオン）

NHKユニオンの案内チラシ

組合掲示板

の向上（退職金、福利厚生等）について要求案を組み立て、
団体交渉を行う。
●労使交渉は分会（各企業労使）で行うが、ＪＳＧＵの統一的な要
求について毎年2月にＪＳＧＵ加盟企業経営者を一同に会し
「合同労使フォーラム」を開催。派遣法改正時などはコンプラ
イアンスの徹底を促進。2019年は派遣法施行後、雇用安定措
置について労使で協定を結び、直接雇用を求めた。賃金、一時
金はもとより、食事手当、更衣室の使用などについても要求。

合同労使フォーラムの様子
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労働教育

高校生を対象とした取り組み

10地方連合会
事例
16～25

●道や教育委員会、企業や学校ならびにＮＰＯ法人職場の権
利教育ネットワークとも連携し、教育活動のみならず、中退
者や学び直しの機会をつくる活動を継続的に取り組む。

今後の
取り組み

●就職前の若者へのワークルールの啓発は必要だと考えており、さらに情報発信に努めたい。

今後の
取り組み

●各学校の希望に沿った講座になるよう、今後は事前に要望を聞く、学校がどのようなワークルール教育に取
り組んでいるのかも確認したい。

今後の
取り組み

「夢を語れば、夢は叶う！」話をした際、「私、ラ
ジオに出るのが夢なんです」という学生がいた
ことから、クリスマスプレゼントだと12月24日
に、連合北海道が番組提供するラジオ番組に
校長と一緒に出演してもらったんだって！このこ
とが校内で話題になって、2019年6月には生
徒会の生徒などが出演。懇談会だけでなく、次
へのつながりができたんだね。

連合北海道
■きっかけ・背景
2018年、人手不足に危機感を持つ北海道中小企業家同友
会が「高校生に地元の優良企業を知ってもらいたい」と学校
にアプローチ。学校側も「いろいろな仕事を知って将来の選
択肢を広げて欲しい」という思いから、地元企業を紹介する
懇談会を実施。大学や商工会議所（新入社員向け）での講演
実績がある連合北海道に協力要請。
■実施概要
（1）窓口　北海道中小企業家同友会
（2）内容
2018年11月、道立野幌高校2年生185名を対象に実施（2
時間）。体育館に、地元企業22社と連合がブース出展。10名
1組に分かれた生徒が企業ブースと連合ブースを20分ごと
に回って話を聞いたり質問を行ったりした。連合ブースでは、
オリジナル器材やマジックを活用し、アルバイトのワークルー
ルと就活のポイント、「夢を語れば、夢が叶う！」話（口に出し
て周りに伝えることが大切）をした。

■当事者の声

■きっかけ・背景
2016年、連合青森三八地域協議会から、「アルバイトや就職
する前にワークルールの周知をしたい」と、地元の学校（卒業
後就職する生徒や学生が多い商業高校や工業高校、高専）に
電話。就職指導担当教員と面会し、ワークルール啓発冊子の
配布を依頼。
■実施概要
（1）窓口　各学校の就活指導担当
（2）内容
2016年頃から毎年、連合青森三八地域協議会から「働くみん
なにスターターBOOK」（連合本部作成）等を2～3校に発送。
毎年、各学校へ発送時期や冊数の希望を確認して対応（新学
期に配布する学校が多い）。

■当事者の声

●アルバイトをしている生徒や学生の役に立っている。
高校生のアルバイトでも人手不足で辞めさせてもらえ
ないという事例などもあり、ワークルールの知識が必
要だと感じている。

学校

●多くの生徒がアルバイトをしているのでアルバイトに
関するワークルールが特に好評。
懇談会終了後の学校の先生とブースに参加した企業
との意見交換では、学校と経営者の方々に連合の取
り組みを紹介。様々な理由で中退する生徒に対して
熱い思いを語る先生と同校卒業の地域の経営者の
方々との連携には感動した。

連合北海道

■きっかけ・背景
2012年、山形県労福協が、高校生をはじめとした学生・若年
労働者に対して労働関係制度の周知・普及をはかり、より良い
職場環境となるように支援することを目的に、労働教育支援
事業を開始。この事業の一環として、「労働ハンドブック」（山
形県労福協作成）の配布や高校への出前講座を開催。山形県
労福協から、連合山形に講師依頼。
■実施概要
（1）窓口　山形県労働者福祉協議会
（2）内容
出前講座を希望する県内の公私立高
校の3年生を対象に、各地区の地域協
議会事務局長が講師として、労働ハン
ドブックを器材に実施（2018年度実
績：12校）。法令のみに終始せず、Ｑ＆
Ａ、労働問題に関する具体的な相談事
例や新聞記事など時事の話題も取り
入れ、幅のある内容となるよう工夫を
している。

■当事者の声

高校だけでなく、短大や専門学校等も対象とし
て取り組みを行っているよ。
2018年度には労働ハンドブックを約12,500
部も配布！県内すべての高校や専門学校（83
校）に配布しているんだって！

大学には2015年から配布。翌年から高校にも
配布対象を広げたんだ！ちなみに、大学の担当
者から、連合ＨＰ掲載資料をダウンロードして活
用しているという話も聞いたんだって。ＨＰで
分かりやすく掲載する必要があるね。

●最低賃金や年次有給休暇などについて知りたい。
生徒

●最低賃金の話など、進学する生徒にも通じる内容もあ
り大変参考になった。実例を紹介して話をしてほしい。

学校

●出前講座は高校の予定が優先。通常業務との調整や
事前準備には苦労している。また、講義の時間が学校
によって違うため、どこをメインに話をするか悩むこと
もある。しかし、出前講座は大変好評なので、今後も
継続して頑張りたい。

連合山形

●学校への講師派遣など連携拡大に向けて、継続的に教育委員会ならびに各学校へ理解を求めることが必要
だと考えている。

今後の
取り組み

■きっかけ・背景
2006年、県立太田東高等学校から、連合群馬に直接連絡。
この学校では、将来の就労を見据えて総合的な学習の時間
で「働くこと」について、多面的・多角的に概観することでそ
の意義を学習することを目的に、キャリア教育部・総合的な学
習の時間を設けている。この学習時間の担当教員から、「多
くの働く人から直接話を聞くことにより『働くこと』の本音を探
りたい」と、連合群馬に、進路講演会での講師を依頼。
■実施概要
（1）窓口　群馬県立太田東高等学校キャリア教育部担当
（2）内容
2006年から毎年、キャリア教育の一環として年1回、1・2年
生の13クラス(1クラス約40名、計約520名)を対象に開催。
「働くみんなにスターターBOOK」（連合本部作成）を配布。
2時限の時間で、連合群馬約20名・学校の同窓会約40名が
講師として参加し、講師1名・生徒約4名のグループに分かれ
ての座談会を実施（1回25分で各学年3回行う）。
1年生は「働くこと」をテーマに、生徒の質問（事前用意）に講
師が回答する質疑応答形式、2年生は「働くこと」「社会の変
化」「家庭や地域での役割」「高校生活」などの観点から、自

由に意見を話し合うディスカッション形式で行った。
■当事者の声

少人数での座談会だと、質問もしやすいし、
お互い本音で話せるね。

●社会人のものの見方や仕事をする上で意識している
ことなど多くのことを学ぶことができた。社会を経験
している人の話はなかなか聞く機会がないので、良い
勉強になった。仕事への取り組み方、人との付き合い
方、今やっておくべきことをしっかり押さえて将来へ
つなげていきたい。

生徒

●座談会では、働く上で問題になっていることに対する
質問が2年生から多く出た。会社の仕組みを理解して
いる生徒が多く、よく勉強していると感じた。

連合群馬
学校では、ガイダンス等で進路指導の先生から、3年生全員に
配布（各400部程度）。 

事例
16

連合山形事例
18

連合群馬事例
19

連合青森事例
17
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●テキストの更新や充実のためにマンパワーや資金が必要である。
●他団体（弁護士会・島根県・労働局他）の実施する同様の講座との調整や連携をしていきたい。

今後の
取り組み

■きっかけ・背景
2014年、島根県労福協が、高校新卒就職者の早期離職対
策（3年間で40%超）を目的に高校生のためのワークルール
に関する出前講座を開催したいと、県内全高等学校長（50
校）へ案内文を発信。校長会でプレゼンを行い、ワークルー
ル講座の開催を呼びかけ。講座を希望する高校が、島根県労
福協にエントリーし、島根県労福協から連合島根に講師依
頼。
■実施概要
（1）窓口　島根県労働者福祉協議会
（2）内容
2014年から、1回60～90分程度、3年生（150名程度）を
対象に、連合島根の副事務局長が講師として、ワークルール
についての講座を実施（2018年：5校）。詳細は、高校の担当
教員と連合島根の講師が直接連携。講座は、テキスト「働き
はじめる高校生のためのワークルール」（島根県労福協・連合
島根作成）やパワーポイント資料を活用。アルバイトをモデル
ケースとして取り上げ、クイズを入れるなど就職予定者だけ
でなく進学予定者も興味を引く内容にしている。

■当事者の声

「働きはじめる高校生のた
めのワークルール」は、漫
画やイラストを使って、高
校生に分かりやすくとっつ
きやすいように、2015年
に作成。内容の更新や充
実のために、2017年と
2018年に改訂している
んだ。

●最低賃金をはじめ多くのルールが存在することを初
めて知り、参考にしていきたい。

生徒

●教員自身がワークルールを知らず、生徒に教えること
ができていない。これを機に教員自ら学習していきた
い。

学校

●働き方改革関連法の成立をはじめ、働く者を取り巻く
環境が大きく変化する中、「働く前の世代に何をどう
伝えるべきか」を関係者間で共有化し続ける必要性
を感じている。

連合島根

●50分という短時間で、高校生に分かりやすく、どこまで説明すれば良いかが課題である。
●今後も継続して出前授業が出来るよう学校側との関係を構築し、セミナー実施校を拡大したい。

今後の
取り組み

■きっかけ・背景
2017年、高知県労福協が、次世代を担う方々に的確な労働
法の知識習得のため働く上で知っておくべき最低限のルー
ルなどを身に付けてもらうことを目的として、高知県教育委
員会に対して、働く人のためのハンドブック「働くときに知っ
ちょきたいこと」（高知県労福協作成）を配布し、セミナー開
催にあたっての講師派遣も案内。高知県労福協から、連合高
知に講師依頼。  
■実施概要
（1）窓口　高知県労働者福祉協議会
（2）内容
2018年6月、県立高校の3年生を対
象（42名）に、50分で講義。詳細は、
連合高知と学校の進路指導部で直接
連携。連合高知の副事務局長が、「働
くときに知っちょきたいこと」をもとに、
高校生向けに社会人としてのマナーな
ど就業前に身に付けておきたい知識を
パワーポイントを使って説明。

●一方的に発信する講義形式より、グループワーク等でお互いが発言し合ながら進める方が効率的。しかし一
度に50名を超えると困難なため、工夫が必要である。
●学校からの要望は多岐（ワークルール、賃金、社会保障、ハラスメント、会社の仕組みなど）に渡るが、テーマ
を絞った方がいいと考えている。

今後の
取り組み

■きっかけ・背景
2009年、大阪雇用対策会議（連合大阪、関経連、大阪労働
局、大阪府・市など行労使が構成）で、各府立学校において労
働に関わる基礎知識や働くに際しての心構えなどについて
生徒に教育する必要がある場合に、講師を各府立学校に派
遣する取り組みを行うことを決定。この取り組みとして、学校
からの要請に応じて、連合大阪から講師派遣。
■実施概要
（1）窓口　大阪府商工労働部雇用推進室
（2）内容
2010年から、年2～4校（1～2時限の時間、学校による）、3年生
を対象に、「働くってどんなこと」をテーマに、パワーポイント資料
を活用しながら、「働くことへの心構え」「賃金」「ワークルール」
「社会保険」等について説明し、具体的な相談事例を紹介しなが
ら授業を行っている。

【2018年実施例】府立島本高校から、2019年4月に新社会人
となる3年生（52名）への「キャリア教育」の一環として、「ワーク
ルールの周知と職業観の醸成」をテーマに講義の要請を受け
た。2日に分けて2時限の時間で、授業を実施。
■当事者の声

講義では、生徒が自分事と捉えてくれるように
講師自身の社会人としての経験を話したり、質
問を投げかけたりと色々工夫しているんだって。

●ハラスメントの問題が実際に起こっていることに驚い
た。就職するにあたって、不安に感じるが、きちんと相
談しなければならないと思った。

生徒

●気が付いてなかったワークルールについて知る機会
になった。

学校

●さらに高校生が興味を持てる授業にするため工夫したい。
●「労働法」だけでなく「労働組合」の必要性も含めて、高校生に伝えていきたい。

今後の
取り組み

■きっかけ・背景
2015年2月、県立米子高等学校から、鳥取県の「キャリア教
育分野」の講師登録している連合鳥取の情報※をみて、連合
鳥取に直接連絡。米子高等学校は、「学校教育において、働
くことを身近に感じたうえで、働くことに関する知識を身につ
け、働く上での権利・義務を理解し、将来社会人として誇りを
持って働いてもらいたい」と、講師派遣を依頼。日程や内容を
調整の上、2016年2月に実施。
※鳥取県のホームページでは、授業等への社会人講師活用の取り組みと
して、様々な分野の講師情報が検索できるようになっている。  

■実施概要
（1）窓口　鳥取県立米子高等学校進路指導担当
（2）内容
2016年から、年1回1日（2時限、計90分）、1年生（2クラス・
約160名）を対象に、「産業と人間」の授業の中で、「THE 社
会人 働く者のルールブック」（連合鳥取・鳥取県労福協作成）
やパワーポイント資料を活用し、労働法を中心とした内容の
授業を実施（実績：2016年2月4日、2017年2月4日、2019
年1月31日）。

【実施例】1限目：自己紹介（連合や労働組合の説明、労働組合
のある身近な企業の紹介）、「ブラック」企業バイト、労働法ク
イズ、働くときのルール①、2限目：具体的な労働相談を事例
に、働くときのルール②、まとめ（労働組合の必要性を中心に）

アルバイトに関するクイズや具体的な相談事例
を使って、「労働法」は生活の場面に多く関わっ
ていると説明。加えて、「労働組合」も身近な存
在だと伝えたくて、労働組合のある身近な企業
を紹介したんだ。

●生徒が労働法を学ぶだけでなく、「卒業後どのような
生き方をしたいのか」「社会につながるために必要な
ものは何か」について考えるきっかけとなる有意義な
講義を聴くことができ感謝している。

学校
■当事者の声

50分という短い時間だから要点を絞って説明
しているよ。加えて、次回開催に向けてアン
ケートをとってるんだって。

●働くことについて詳しく知ることができた。働く上で大
切な話ばかりで分かりやすかった。社会人になって
困ったときに誰に相談すれば良いか分かった。アルバ
イトのことや女性に関する労働問題や法律などにつ
いても説明があり興味を持って聴けた。

生徒
■当事者の声

連合大阪事例
20 連合島根事例

22

連合高知事例
23

連合鳥取事例
21
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連合本部の取り組み

非正規労働センターの取り組み

連合本部
事例
26

●実施校の担当者の交代によって引き継がれない部分もあり、継続に
向けた取り組みが必要である。
●労働局や社労士会等でも同種のセミナーの呼びかけが学校に行われ
ているため、違う視点からアプローチしていきたい。

今後の
取り組み

■きっかけ・背景
2010年度、愛媛県労福協が、これから社会に出ていく若者
に労働法の基礎知識を学んでもらい、労働トラブルの未然防
止に役立ててもらうことを目的に、県労政雇用課補助事業と
して、県内の高校・専門学校・大学へ「若者のための労働ハン
ドブック」（愛媛労福協作成、以下「ハンドブック」）を配布（愛
媛県労福協および地域労福協を通じて、毎年卒業予定者分
約21,000部）。あわせて、ハンドブックを教材とした労働セミ
ナーを開講。愛媛県労福協へ開講申込をした学校に、連合愛
媛から講師派遣。  
■実施概要
（1）窓口　愛媛県労働者福祉協議会
（2）内容
2010年度から、毎年
15校前後、1時間程度
で実施（2018年度：17
校、計1,301名）。詳細
は、愛媛県労福協・連合
愛媛と実施校の３年生
学年主任・就職担当等の
教員で連携。
ハンドブックや資料※を活用し、解説や労働トラブルの事例紹
介、相談先等について説明。
※資料は、パワーポイントや労働相談事例など（担当講師による）

ハンドブックは、若者に読んでもらえるようにイラストや四コ
マ漫画を多用。県内の労働相談窓口も掲載し、手元にずっと
置いておいてもらうよう工夫している。
■当事者の声

配布先対象の学校に可能な限り訪問し、担当
者にハンドブックの有効活用とセミナー開講を
呼びかけているんだ（2018年度：県内約123
校のうち79校訪問）。加えて、学校の年間スケ
ジュールに、セミナーの予定を入れてもらえる
ように、新年度に入ってすぐの4月にハンドブッ
クの案内を送ってるんだって（9月配布）！

●働く前の心構えができた、自分が違法な働き方をさせ
られていることに気づいた。

生徒

●ブラック企業・ブラックバイトなどが社会問題となる中
で、進学校などでも「労働教育は必要」と教員や学校
側の認識が高まってきているように感じる。労働法そ
のものを知らない生徒も少なくなく、「労働者を守る法
律がある」という認識を持ってもらうだけでも、この種
のセミナーを学校教育の中に組み込んでもらうことの
意義があると考える。
●2010年度からの継続実施により、当該取り組みに対
する認知が一定程度広がっているが、さらなる拡大に
向けて、学校へ訪問や案内送付などを行っている。

連合愛媛

●新規に講演を実施する学校が少ないため、すそ野を広げる必要がある。

今後の
取り組み

■きっかけ・背景
2012年、大分労働局が、若者が安心・納得して働き、その意
欲や能力を十分発揮できるよう、新卒者等に対するきめ細や
かな就職支援を集中的に実施し、将来ある新卒者等の就職
の実現することを目的とした高校生職業意識形成強化事業
の一環として開始。講演を希望する学校に対し、大分労働局
から、労働者側として、連合大分に講師依頼。
■実施概要
（1）窓口　大分労働局職業安定部職業安定課雇用企画係
（2）内容
2012年から、毎年10回程度、主に2年生（定時制は全学年）
を対象に実施。働くことをテーマに、45分授業の中で、労働

高校生に分かりやすいようワークルールなどか
み砕いて説明するように心がけているんだって！

●3年以内の離職率の話を聞き、自分の就職先をしっか
りと下調べするという意識づけが出来た。法律を学ぶ
ことでブラック企業を見極める目を養うことが出来た。

生徒
■当事者の声

者側・使用者側双方から講演を行う（各20分）。
連合大分は、働く者の視点から、働き方（正規、非正規）、働く
ためのルール（法律など）、就職前の準備（心構え、準備作業）
などについて説明。

■内容
2018年度地域別最低賃金の改定にあわせ、最低賃金に関する労働相談を実施した。
■実施
2018年11月6～8日

●みんなが対象 最低賃金！連合労働相談ホットライン ～2018年度地域別最低賃金が改定されました～

■内容
2018年から新たな相談ツールとして、無料通信アプリ「LINE」による労働相談を開始（期間限定）。
回を重ねるごとに電話、メールに劣らない深刻な相談が増えている。
■実施
・2018年11月6～8日　10：00～19：00 
みんなが対象 最低賃金！連合労働相談ホットライン
～2018年度地域別最低賃金が改定されました～
・2018年12月11～12日　10：00～19：00 
働き過ぎていませんか？～まずは、あなたの働き方を診断！～
・2019年2月6日　8：30～19：00 
働き過ぎにレッドカード!!～2019年4月から時間外労働に上限規制か導入されます～
・2019年3月6日　8：30～19：00 
働き過ぎにレッドカード‼～本日3月6日はサブロクの日です～
・2019年6月3～4日　10：00～15：00 
女性のための労働相談ホットライン～職場で悩むあなたを応援(サポート)します～
・2019年8月26～27日　10：00～15：00
夏休み特別労働相談！我慢しないでLINEしよう～アルバイトで嫌な汗かいていませんか？～

無料通信アプリ「LINE」による労働相談

■内容
「東京レインボープライド」はLGBTをはじめとするセク
シュアル・マイノリティの存在を社会に広め、「"性"と"生"
の多様性」を祝福するイベント。会場内に、労働相談ブー
スを出展し、性の多様性に関する労働相談を実施した。
■実施
2019年4月28～29日

■内容
「改正入管難民法」（2019年4月1日施行）に伴い、外国
人労働者問題への対応の必要性が高まっている中、連
合が全国で実施している労働相談においても外国人労
働者からの相談体制づくりは喫緊の課題である。これら
の現状も踏まえ、ＮＰＯ・ＮＧＯなどの各団体と連携した相
談体制のネットワークづくりも含め、同じ働く仲間として
職場、地域における外国人労働者への対応策について
の学習会を実施した。

■実施
2019年9月20日

「東京レインボープライド2019」
における労働相談

連合本部集中労働相談ホットライン

「労働相談」に関する取り組み

外国人労働者の課題への対応に向けた学習会

連合愛媛事例
24

連合大分事例
25
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参考資料 2019年4月末時点

2019春季生活闘争および通年（2018年9月～）における

「すべての労働者の立場にたった働き方」の見直しと
男女平等の推進に向けた具体的な取り組み内容

１．「すべての労働者の立場にたった働き方」の見直し

（１）長時間労働の是正に向けた取り組み

前進あり

妥結

妥結

妥結

締結済

36
協
定
の
点
検
と
見
直
し

時
間
外・休
日
割
増
率
引
き
上
げ

年
次
有
給
休
暇
の
取
得
促
進

３６協定の点検、特別条項上限時間の
見直しなど

年次有給休暇の計画的取得の促進、
計画休暇制度の導入・充実

年次有給休暇制度の充実

割増率の引き上げ

36協定の特別条項を「月100時間 年600時間」から
「月80時間 年450時間」に見直し

取り組みをさらに進めるために労使委員会を充実さ
せ、労使一体となった協議を継続

労働時間管理制度の周知、労働時間の適正管理につ
いて労使で協力して取り組む

特別条項の上限時間の引き下げ

時間外・休日労働協定指針を示し、2018年度の職場
状況や実態を突き合せのうえ、協定を締結した
2019年度の締結にあたっては、社会的な「長時間労
働の是正」への要請を踏まえ、2018年度協定より引
き下げた時間数の設定を行うことや、改正労働基準法
を踏まえ、特別条項については対象となる業務内容を
具体的に把握し、限度時間を意識した時間数で締結す
ることを確認している

要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

割増率を月60時間以内30％、60時間超50％、休日
50％へ引き上げ

時間外労働・休日労働・深夜労働の割増率の改正

1ヵ月60時間を超える時間外労働について、割増率を
50％に引き上げ

時間外・休日割増率の基礎単価の見直し

上期3日、下期3日の取得ができるよう、月度勤務計画
立案時に取得計画日を記入

計画年休制度の付与日数の拡大（5日）および休暇を 
取得しやすい環境の整備

計画年休の労使協定の締結

年次有給休暇の計画的付与を1日増とし年2日とする

年次有給休暇の入社時付与を15日に変更

3連続の年始休暇以外に4連続休暇を年1回以上完全
取得するよう制度化

2連休以上の連休を上期・下期各1回、誕生月の有給
休暇付与制度導入

有給休暇の日数拡大（20日→22日）

年5日を限度とする時間単位年休の導入

新入社員の年次有給休暇付与日数を20日に拡充

前進あり

交渉中

交渉中

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

半日有給休暇制度の導入

新入社員には本採用時にストック休暇5日を付与

有給休暇積立制度の導入

積立有給休暇制度の改定　積立日数　30日→40日
（家族の介護看護にも使用可能に）

一斉有給休暇日2日設定

若年層への年次有給休暇の付与日数の増加

時間年休取得日数４日から５日に改定　

時間単位年休の見直し（２時間単位から１時間単位）

■内容
非正規で働く仲間の処遇改善に向け、職場における同
一労働同一賃金の取り組みの共有することを目的に開
催した。同一労働同一賃金の概要や課題についての講
演および2組織から事例の報告を受けた。

■実施
2019年1月31日

■内容
派遣労働に関する制度や法改正に対し派遣労働者がどのような意識を持ち、
また、働く上でどのような実感を持っているか、派遣労働者の意識と実態を把
握するため、ネット調査を実施した。
■対象
全国の20～69歳の派遣労働者（民間企業勤務）1,000名
■実施
2019年6月（7月公表）

■内容
2019年4月1日施行の改正労働基準法を含むワークルールの周知と自分らしく
働くためには自らが積極的に行動する必要があることを若年層に伝えることを
目的にイベントを開催した。参加者からは「ワークルールを知る良い機会になっ
た」「不安や不満があれば、声をあげて良いのだと安心した」「働くことで困った
時には労働組合に相談出来ると知り心強く感じた」などの声が寄せられた。
■対象
学生・新社会人など若年層
■実施
2019年5月8日

「ワークルール、変えるのはあなたです！～連合から働くあなたにＹＥＬＬ(エール)～」（毎日メディアカフェ）

■内容
若者の視点に立った情報や働
く意欲につなげる内容を提供
し、「若者を応援する連合」とい
うイメージの普及を目的に情報
誌を作成、約80大学のキャリア
センターなどへ配布した。
■対象
学生を中心とする若年層
■発行
2019年4月

若者応援マガジン「ＹＥＬＬ（エール）」（第5号）

■内容
若年層が手に取りやすく、読み
やすいテイストで作成したワー
クルール啓発冊子を法改正等
に伴い改訂した。
■対象
学生・新社会人など若年層
■発行
2019年2月

ワークルール啓発冊子
「働くみんなにスターターＢＯＯＫ」(第4版)

職場から始めよう運動「同一労働同一賃金」学習会

■内容
「職場から始めよう運動」
のさらなる強化・推進につな
げることを目的に開催。4組
織から職場全体の働き方の
見直しや処遇改善などの取
り組みを進めている先行事
例の報告を受けた。

■実施
2019年9月20日

「職場から始めよう運動」取り組み事例シンポジウム

派遣労働者に関する調査2019

若年層に向けた取り組み
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要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

年次有給休暇の入社時付与を15日に変更

3連続の年始休暇以外に4連続休暇を年1回以上完全
取得するよう制度化

2連休以上の連休を上期・下期各1回、誕生月の有給
休暇付与制度導入

有給休暇の日数拡大（20日→22日）

年5日を限度とする時間単位年休の導入

新入社員の年次有給休暇付与日数を20日に拡充

長時間労働の改善に向けた取り組み

労使協議の充実

休暇制度の充実に向けた取り組み

所定労働時間の縮減、
休日数の増加等の取り組み

そ
の
他
、長
時
間
労
働
の
是
正・過
労
死
ゼ
ロ
に
関
す
る
取
り
組
み 継続協議

継続協議

妥結

妥結半日有給休暇制度の導入

新入社員には本採用時にストック休暇5日を付与

有給休暇積立制度の導入

積立有給休暇制度の改定　積立日数　30日→40日
（家族の介護看護にも使用可能に）

一斉有給休暇日2日設定

若年層への年次有給休暇の付与日数の増加

時間年休取得日数４日から５日に改定　

時間単位年休の見直し（２時間単位から１時間単位）

要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

年次有給休暇制度の充実

その他、休暇取得促進に向けた取り組み

勤務間インターバル制度に関する
労使協議の開催

インターバル規制の導入、時間の延長

安全衛生委員会にて個人ごとの取得状況を確認し、取得
推奨日を設けるなど、５日以上の取得を確実に実行する

労基法改正により年休取得日数5日が義務化されるこ
とに対し、労使で意見交換および就業規則の改定を行う

休暇取得を含めた勤務管理やマネジメントスキル向
上に資するマネジメント層への研修実施

2022年度取得率100％に向けて目標を設定（2019
年度目標：全員14日以上/年）

インターバル規制11時間の導入

インターバル8時間を10時間に拡充

勤務間インターバル制度など、休息時間を確保できる
制度の導入に向けた取り組み

勤務間インターバル制度の実績を踏まえた上で今後
のあり方を労使委員会で協議

厚労省の「勤務時間に関するガイドライン」で例示さ
れた時間の取り扱いについて、法令・ガイドラインに即
した適正な扱いになるよう、労使で協議し事業所の実
態調査を実施

労働時間の適正把握に向けて、各企業労使で専門委
員会の設置などについて交渉

営業外勤職のみなし労働を廃止

裁量労働制の適正運用の点検

安全衛生委員会の確立と定期開催の実施

健康診断項目の拡充

「年間所定1,920時間、所定休日109日」→「年間所定
1,890時間、所定休日113日」へ改定

営業時間の短縮を51店舗で実施予定

路面店に限り2020年1月1日・2日は休業、2019年
12月31日の閉店時間は店舗ごとに決定

年
次
有
給
休
暇
の
取
得
促
進

イ
ン
タ
ー
バ
ル
規
制
の
導
入

妥結

妥結

継続協議

妥結

妥結

妥結

妥結

継続協議

継続協議

妥結

前進あり

前進あり

妥結

前進あり

継続協議

妥結

前進あり

一部前進あり

前進あり

一部組合で合意

前進あり

交渉中

労
働
安
全
衛
生
法
令
に

も
と
づ
く
職
場
の
点
検
、改
善

そ
の
他
、長
時
間
労
働
の
是
正・

過
労
死
ゼ
ロ
に
関
す
る
取
り
組
み

す
べ
て
の
労
働
者
の

労
働
時
間
管
理・適
正
把
握

安全対策に向けた取り組み

安全衛生の取り組み

所定労働時間の縮減、
休日数の増加等の取り組み

妥結

妥結

妥結

みなし労働者に対する取り組み

労働時間管理・把握に向けた取り組み

裁量労働制の適正運用に向けた点検

元日休業以外に最低1日の店休日を設定

所定内労働時間を７時間に変更

所定労働時間を10分短縮（8時間⇒7時間50分）

年間休日数を120日から122日（閏年は123日）にする

多目的休暇日数を3日間から5日間とする

メモリアル休暇制度の計画日数を1日増やし、連続利
用の制限を廃止する

アニバーサリー休暇の取得促進

リフレッシュ休暇の利用範囲拡大についての労使協議
会設置

5日の災害有給休暇の新設

積立有休使用条件にボランティア活動時および自然
災害による被災時を追加

同居家族の感染症罹患時における休暇制度の新設
（小学校3年生修了までの子が、感染症に罹患し、その
看護・看病等のために本人が休務する場合、1年度に
つき5日まで特別公休を受けられることとする）

労働時間の適正な把握・過重労働の防止
・正確な勤務管理入力の徹底
・午後8時の完全退社の徹底
・長時間労働の改善・休暇取得促進の取り組みに対す
る人事評価への反映
・端末利用制限の強化
・業務効率化および業務量削減を通じた時間外労働時
間の削減　等

ワーク・ライフ・バランスを確保するため、年間総労働
時間1,800時間体制を確立することとし、次の事項を
要求
①使用者の責務としてＩＣＴ等を活用した客観的で厳格
な勤務時間管理を直ちに行うよう措置すること
②超過勤務の上限規制については、他律的業務の区分
および上限時間を超えることのできる「上限時間の特
例」業務の厳格な適用について適切に指導すること

①ワーク・ライフ・バランスを確保するため、年間総労
働時間1,800時間体制の確立と、ライフステージに
応じ、社会的要請に応える休暇・休業制度の改善・拡
充などを実現すること
②全体として超過勤務縮減のための体制を確立し、使
用者の責務としてＩＣＴ等を活用した客観的で厳格な
勤務時間管理を直ちに実施し、職員の勤務状況の
把握に努めること。あわせて、各府省における取組
状況を把握し、必要な措置を講じること
③超過勤務命令の上限時間が規定で定められること
を踏まえ、新たに超過勤務縮減目標等を設定し、上
限規制の特例の厳格化を含むより実効性のある超
過勤務縮減策を直ちに実施すること

ノー残業デーの設定

フレックスタイム制の導入

労働時間適正化委員会を適宜実施し、過重労働抑制に努める

働き方改革に向けた検討委員会の立ち上げ

総労働時間短縮に向けた推進計画を各企業労使で確認

休日出勤における振替休日・代休・休日出勤手当の運
用ガイドライン策定に向けた労使協議設置

年間総労働時間短縮検討委員会における労使での取
り組みを継続（有給休暇の取得率向上、時間外労働の
削減、業務の平準化、年間休日の増加）

全従業員に説明会を実施

２単組で要求し、１単組は「労働時間の適正管理の徹
底」「年次有給休暇や特別休暇の取得促進」について、
労使で共同宣言を締結することを確認した。１単組で
は、ワークルールや労使で締結した協定を順守する職
場風土を労使で構築していくための具体的な取り組
みについて確認した

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

継続協議

前進あり

妥結

継続協議

妥結

妥結

妥結

妥結
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要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

時間外労働上限規制の周知徹底

「労働時間の適正管理の徹底」
「年次有給休暇や特別休暇の取得促進」
「ワークルールの遵守」に向けた
労使共同宣言の締結や取り組みの確認

労使協議の充実

そ
の
他
、長
時
間
労
働
の
是
正・過
労
死
ゼ
ロ
に
関
す
る
取
り
組
み

妥結

妥結

妥結

前進あり

妥結

福利厚生全般および
安全管理に関する取り組み

要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

同一労
働
同一賃
金
の
実
現
に
向
け
た
労
働
条
件
の
点
検
も
し
く
は
改
善

妥結

妥結

妥結

妥結

前進あり

前進あり

妥結
継続協議

安全衛生委員会にて個人ごとの取得状況を確認し、取得
推奨日を設けるなど、５日以上の取得を確実に実行する

労基法改正により年休取得日数5日が義務化されるこ
とに対し、労使で意見交換および就業規則の改定を行う

休暇取得を含めた勤務管理やマネジメントスキル向
上に資するマネジメント層への研修実施

2022年度取得率100％に向けて目標を設定（2019
年度目標：全員14日以上/年）

インターバル規制11時間の導入

インターバル8時間を10時間に拡充

勤務間インターバル制度など、休息時間を確保できる
制度の導入に向けた取り組み

勤務間インターバル制度の実績を踏まえた上で今後
のあり方を労使委員会で協議

厚労省の「勤務時間に関するガイドライン」で例示さ
れた時間の取り扱いについて、法令・ガイドラインに即
した適正な扱いになるよう、労使で協議し事業所の実
態調査を実施

労働時間の適正把握に向けて、各企業労使で専門委
員会の設置などについて交渉

営業外勤職のみなし労働を廃止

裁量労働制の適正運用の点検

安全衛生委員会の確立と定期開催の実施

健康診断項目の拡充

「年間所定1,920時間、所定休日109日」→「年間所定
1,890時間、所定休日113日」へ改定

営業時間の短縮を51店舗で実施予定

路面店に限り2020年1月1日・2日は休業、2019年
12月31日の閉店時間は店舗ごとに決定

元日休業以外に最低1日の店休日を設定

所定内労働時間を７時間に変更

所定労働時間を10分短縮（8時間⇒7時間50分）

年間休日数を120日から122日（閏年は123日）にする

多目的休暇日数を3日間から5日間とする

メモリアル休暇制度の計画日数を1日増やし、連続利
用の制限を廃止する

アニバーサリー休暇の取得促進

リフレッシュ休暇の利用範囲拡大についての労使協議
会設置

5日の災害有給休暇の新設

積立有休使用条件にボランティア活動時および自然
災害による被災時を追加

同居家族の感染症罹患時における休暇制度の新設
（小学校3年生修了までの子が、感染症に罹患し、その
看護・看病等のために本人が休務する場合、1年度に
つき5日まで特別公休を受けられることとする）

労働時間の適正な把握・過重労働の防止
・正確な勤務管理入力の徹底
・午後8時の完全退社の徹底
・長時間労働の改善・休暇取得促進の取り組みに対す
る人事評価への反映
・端末利用制限の強化
・業務効率化および業務量削減を通じた時間外労働時
間の削減　等

ワーク・ライフ・バランスを確保するため、年間総労働
時間1,800時間体制を確立することとし、次の事項を
要求
①使用者の責務としてＩＣＴ等を活用した客観的で厳格
な勤務時間管理を直ちに行うよう措置すること
②超過勤務の上限規制については、他律的業務の区分
および上限時間を超えることのできる「上限時間の特
例」業務の厳格な適用について適切に指導すること

①ワーク・ライフ・バランスを確保するため、年間総労
働時間1,800時間体制の確立と、ライフステージに
応じ、社会的要請に応える休暇・休業制度の改善・拡
充などを実現すること
②全体として超過勤務縮減のための体制を確立し、使
用者の責務としてＩＣＴ等を活用した客観的で厳格な
勤務時間管理を直ちに実施し、職員の勤務状況の
把握に努めること。あわせて、各府省における取組
状況を把握し、必要な措置を講じること
③超過勤務命令の上限時間が規定で定められること
を踏まえ、新たに超過勤務縮減目標等を設定し、上
限規制の特例の厳格化を含むより実効性のある超
過勤務縮減策を直ちに実施すること

ノー残業デーの設定

フレックスタイム制の導入

労働時間適正化委員会を適宜実施し、過重労働抑制に努める

働き方改革に向けた検討委員会の立ち上げ

総労働時間短縮に向けた推進計画を各企業労使で確認

休日出勤における振替休日・代休・休日出勤手当の運
用ガイドライン策定に向けた労使協議設置

年間総労働時間短縮検討委員会における労使での取
り組みを継続（有給休暇の取得率向上、時間外労働の
削減、業務の平準化、年間休日の増加）

全従業員に説明会を実施

２単組で要求し、１単組は「労働時間の適正管理の徹
底」「年次有給休暇や特別休暇の取得促進」について、
労使で共同宣言を締結することを確認した。１単組で
は、ワークルールや労使で締結した協定を順守する職
場風土を労使で構築していくための具体的な取り組
みについて確認した

一部組合で合意

（２）非正規労働者の雇用安定や処遇改善の取り組み

要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

無期転換の権利を有する労働者が無期転換を申し込
む場合は、直ちに無期契約へ

無期労働契約転換後は正社員とする制度を求める

地域社員・常勤パート社員の正社員化推進

正社員登用試験等に向けて、必要な動機づけと研修
会の実施

２単組で要求し、1単組で登用基準の見直しを確認した

その内、119単組で対応が進んだ

契約社員およびパートタイマー社員の賞与5万円+α
を支給

契約社員の一時金支給月数に関する労使協議会設置

各単組で要求を行い、具体的には制度化もしくは昨年
実績を上回る要求を掲げた単組は10単組、昨年度実
績での要求は４単組。結果、要求通りは５単組、要求月
数の回答は得られなかったが昨年を上回る回答は５単
組、要求通りとはならず昨年実績と同水準が４単組。ま
た、制度化については３単組の一部雇用形態で実現し
ていなかったが、１単組で実現した

パートの災害補償(通勤途上災害、業務上災害)につい
て、正社員と同様に待機期間3日間は、法定給付+会
社給付として40%支給、それ以降は法定給付+20%
の給付とする

契約社員の介護・看護休暇を正社員と同内容で付与

無
期
労
働
契
約
へ
の
転
換
促
進

お
よ
び
正
社
員
化
の
取
り
組
み

派
遣
労
働
者
の
受
け
入
れ
時

お
よ
び
期
間
制
限
到
来
時
に
お
け
る

交
渉・協
議
の
協
約
化
、ル
ー
ル
化

無期転換促進の取り組み

正社員化に向けた取り組み

登用資格の拡大、制度の充実

一時金支給の取り組み

福利厚生全般および
安全管理に関する取り組み

「派遣労働者受け入れに
伴うチェックリスト」による
職場の点検活動を138単組にて行った

交渉中

一部組合で合意

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

前進あり

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

パートタイマーの慶弔休暇を正社員と同様の基準で
付与

パートタイマー、契約社員の私傷病休職を正社員と統一

無期雇用のパートタイマーの各種休職制度を正社員
と同様のものとする。病気休職手当も正社員同様に
傷病手当金給付満了後（または無休開始後から）基準
内賃金の60%を給付する（最大1年3ヵ月）。失効年次
有給休暇制度については無期、有期に関わらず社員と
同様の失効年次有給休暇制度とする

社員にあるストック休暇（年次有給休暇の積立）制度を
パート社員、契約社員にも導入

2019年4月より嘱託組合員全員へカフェテリアポイ
ント制度を正社員同様に適用

パートタイマーの慶弔見舞金を正社員と同様の内容
とする

・無期転換および無期転換高齢再雇用社員が育児休
業を取得できる子の年齢を１歳半から３歳未満に拡大
・無期転換および無期転換高齢再雇用社員が介護休業
を取得できる期間を93日から通算183日に拡大。ま
た引き続き介護が必要な場合、1年以内の取得も可能

無期雇用職種の福利厚生諸制度の拡充
（特別休暇の新設、普通休暇の有効期間・付与日数の
拡充、勤務地変更の特別取り扱いの新設 等）

特別休暇について正社員と同等にする

①年休積立の積立日数を最大10日から20日に拡大
し、契約社員にも適用する
②契約社員の年次有給休暇の付与開始時期を、勤続
6ヵ月時点から勤続3ヵ月時点に改定する

疾病時有給休暇制度を非正規社員にも適用する

半日有給休暇制度の導入（正社員と同条件）

慶弔休暇の新設(正社員と同様)

インフルエンザ予防接種の費用負担

生理休暇を正職員と同様の制度とする要求
生理休暇２単組で要求。１単組で要求通りの回答を得た

私傷病欠勤・休職制度を正職員と同様の制度とする要求。
14単組中９単組ですでに実現しており、４単組（１単組
は関連会社）で要求した（１単組は継続協議中）。結果、
１単組で要求通りの回答、１単組で一部改善となった

年次有給休暇付与日数・特別休暇を正職員と同様とす
る要求
４単組で要求し、２単組で要求通りの回答、１単組で一
部改善となった

永年勤続表彰制度（10年、20年、30年勤務した職員
に対して休暇や報奨金を支給する制度）を正職員と同
様とする要求
５単組（２単組は関連会社においても要求）で要求し、１
単組が要求通り、２単組が一部要求通り（費用補助は
同一となっていない）、２単組が継続協議となった

同一労
働
同一賃
金
の
実
現
に
向
け
た
労
働
条
件
の
点
検
も
し
く
は
改
善

前進あり

前進あり

妥結

妥結

妥結
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要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

再
雇
用
者（
定
年
退
職
者
）の
処
遇
に
関
す
る
取
り
組
み

福利厚生全般の取り組み

定年延長の取り組み

その他、処遇改善に向けた取り組み

前進あり

妥結

継続協議

妥結

妥結

パートタイマーの人事考課制度の見直しを行い、昇給
対象者の割合を50%から80%へ改善

パート（時間給）社員の評価・昇給制度の見直し 評価
期間・昇給額の見直し

パートタイマーの時間外勤務の割増率を25％から
30％に改定

再雇用、期間従業員、パートタイマー・アルバイト、派
遣全体で578組合が賃上げをはじめとする処遇改善
に取り組み、165単組が進展あり。残りは継続協議中

月額500円の賃金引き上げ

地域正社員(無期契約社員）昇給制度導入

雇用形態に応じ時給10～30円改善

契約社員・パートタイマー賃上げ1.66％相当

契約社員、嘱託社員の子ども手当を正社員と同水準
（子女１人につき15,000円）で新設

パートタイマーに正社員と同様の家族手当を適用

無期雇用契約に転換した期間雇用社員に扶養手当を
支給

時間給社員に対して
・幼稚園(2年間)　19円(月額上限3,000円)
・小学生(6年間)　31円(月額上限5,000円)
・中学生(3年間)　50円(月額上限8,000円)
・高校生(3年間)　63円(月額上限10,000円)
・短大、大学生(2年・4年間)　125円(月額上限
20,000円)の子女教育手当を支給

諸手当（子ども手当等）を正職員と同様の制度とする
要求
３単組で要求し、１単組で要求通り、２単組で継続協議
となった

確定拠出年金を職種限定社員、地域限定社員にも導入

確定拠出年金制度を契約社員に導入

541組合が賃上げをはじめとする処遇改善に取り組
み、130単組が進展あり。残りは継続協議中

再雇用者時給10円引上げ

賃金水準の底上げを含めた再雇用制度の改定を行う
ことで合意

再任用職員の給与制度等について、その経済的負担、
定年前職員との均衡を考慮して改善することとし、十分
な交渉・協議、合意にもとづいて改善することを要求。
他企業における定年制や高齢層従業員の給与の状
況、公務員における再任用制度の運用状況を踏まえ
つつ、引き続き再任用の給与のあり方について必要
な検討を行っていきたいと回答

62歳まで定年時の賃金水準を維持

傷病休暇・介護休暇の取得日数の拡大（2日→5日）

要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

賃金改善に向けた取り組み

諸手当等の拡充に向けた取り組み

確定拠出年金制度の拡充に向けた取り組み

福利厚生全般の取り組み

賃金、一時金、諸手当等の
改善に向けた取り組み

同一労
働
同一賃
金
の
実
現
に
向
け
た
労
働
条
件
の
点
検
も
し
く
は
改
善

再
雇
用
者（
定
年
退
職
者
）の
処
遇
に
関
す
る
取
り
組
み

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結または
継続協議

60歳超え契約社員等の特別休暇（忌引）について正
社員水準に見直す

勤続奨励金の改善

65歳から70歳へ定年延長

60歳から65歳へ定年延長

無期パートタイマーの定年年齢を現行60歳から１年
で１歳ずつ延ばし65歳とする

定年延長の検討も含めた再雇用制度に関する検討委
員会を立ち上げ協議を進める

60歳以降の「働きがい」について、労使「働きがい」推
進委員会で協議する

60歳以降の新たな働き方の実現に向けた労使委員
会の設置

前進あり

前進あり

前進あり

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

継続協議

妥結

妥結

妥結

妥結
継続協議

妥結または
継続協議

妥結

妥結

妥結

妥結

（３）障がい者雇用に関する取り組み

要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

障
が
い
者
雇
用
率
の
把
握
と

法
定
雇
用
率
達
成
に
向
け
た
取
り
組
み

障
が
い
者
雇
用
に
関
す
る
労
働
協
約・

就
業
規
則
の
点
検・見
直
し

法定雇用率2.3％に向けた雇用促進と
定着促進の取り組みを176単組で行った

障がい者雇用率の把握と
法定雇用率達成に向けた取り組み

障がい者に寄り添った職場環境の
整備や職員に対する研修などを
適切に実施すること

障がい者に寄り添った職場環境の
整備や職員に対する理解を促進するため、
必要な協議を行うこと

前進あり

継続協議

継続協議

継続協議

そのうち、137単組で前進が見られた

全単組で、障がい者雇用の促進にかかる実態調査結
果（2018年６月１日）」を共有し、現在の障がい者雇用
の状況や具体的な採用計画等の取り組みについて報
告を求める取り組みを展開した。また、雇用契約・就労
実態の検証に加えて、業務内容や処遇等についても
労使協議課題とするよう求め、その際には人事・賃金
制度を含め、諸労働条件には公正・公平な処遇を求め、
障がい者雇用を理由とした不利益扱いになっていな
いか検証することとした
１単組では2019春闘において、障がい者雇用にかか
る環境整備に向け、労使で方針を策定することを確認
した

第１次選考を統一的に行う障がい者選考試験を実施
したほか、フレックスタイム制の柔軟化等を実現する
ための規則等の改正や、「合理的配慮に関する指針」
の発出等の措置を行った
各組織に対して、引き続き適切に対応するよう必要な
指導を行っていきたい

障がい者が意欲と能力を発揮し、活躍できる環境の整
備や、職員の理解促進に取り組んでまいりたい
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要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

組合員の健康維持・
増進がはかられる環境の整備

そ
の
他
の
取
り
組
み

前進あり

前進あり

前進あり

継続協議

社員の健康維持・増進につながる
健康経営の一層の推進

労働協約の締結

労災上積み補償

働き方変革の推進によって生じている
課題の解決につながる職場環境の整備

大規模自然災害発生時における
社員・組合員の健康確保に向けた態勢整備

「仕事と治療の両立における短時間勤務規程」の導入

病気有給休暇の積立上限を20日から30日に拡充

積立有給休暇の取得要件を緩和し、病気休暇復職後
に1日単位で使用できること、別居家族の介護・看護を
対象に

家族の介護や看護の際の時間帯有給取得制度化

・治療のための短時間勤務、時差勤務制度の導入
・傷病休暇の半日取得

時間単位年休の導入

短時間勤務職の転換要件について、介護に加え、「育
児およびがん治療」を追加し、年齢要件を撤廃

両立支援制度の周知やロールモデルの紹介

（４）治療と職業生活の両立支援に関する取り組み

要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

疾
病
治
療
と
仕
事
の
両
立
が
可
能
と
な
る
職
場
環
境
の
整
備
、

多
様
な
休
職・勤
務
制
度
の
導
入
な
ど
の
取
り
組
み

病気有給休暇、治療と職業生活の
両立支援制度の整備・拡充

妥結

妥結

妥結

スポーツ活動支援金制度の新設

禁煙外来を希望して治療を実施する者に治療費の一
部を補助、健康増進目標を公表して目標を達成した者
に共済会が報奨金を支給

ひとり親で家族手当対象である満22歳以下の子女を
残して転居を伴って転勤している者に、単身赴任者と
同等の帰省旅費を支給

対応マニュアルの周知の取り組みを実施

未然防止、初動対応、継続対応すべての面で、被害に
遭った従業員を守ることを基本として、本社が十分な
サポートを行う

社内相談窓口の設置を検討

各地域に配属されている渉外部長への相談体制が整
備されていることを周知

現在の協定書を改定し、社内のハラスメントと同様に
顧客からのハラスメントも対応

新卒入社時5年目までの教育体系の整備、育成計画で
はキャリアマップを作成しOJTシートを活用して成長
を支援

フレックスタイム、テレワークの制度化に向けた勉強
会の開催および試運用開始

「フレックス、選択型シフト勤務、変形労働」のトライア
ル導入

全職種に対する時差勤務制度の導入

2019年度4月からテレワーク制度の導入

（５）「働き方の見直し」に関するその他の取り組み

要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

そ
の
他
の
取
り
組
み

健康経営に関する取り組み

ひとり親の処遇改善に向けた取り組み

悪質クレーム対策

人材育成の強化

柔軟な働き方の実現に向けた
制度導入の検討

妥結

妥結

妥結

妥結

①有所見率の低下のため、健康ポータルとポイントプ
ログラムを導入する
②カウンセラーによる全社員面談により、メンタル疾
患発症者の減少をはかる

インフルエンザ予防接種を受ける場合、年1回、1回当
たり上限3,000円の実費補助を行う

①働き方改革と健康経営をより推進させるために、
「働き方改革・健康経営推進グループ」を新設する
②社員が安心して相談できる体制づくりの推進と、看
護師増員による体制拡充をはかる
③「健康ポータル」「ポイントプログラム」などの導入に
より有所見率の低下をはかる

時間や場所にとらわれない働き方の実現による生産
性向上をめざし、社内システム改革を推進する
また、その定着のためにも各種勤務制度について必
要な改定を行う

オフィススペースの利活用および、既存のテレワーク
勤務制度の浸透と定着を進める

すべての組合で労働協約を締結する

死亡・1～3級3,000万円

2018年度に相次いで発生した大規模自然災害対応
への経験・課題を踏まえた対応の実施

妥結

妥結

妥結

継続協議

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

前進あり

妥結

妥結

妥結

前進あり

継続協議

前進あり

継続協議

交渉中
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ホットラインなどの相談体制をより機能させるととも
に、教育・啓発を継続して取り組む

ハラスメントの申し出に対応する管理者教育を計画

職位ごとの社内研修を実施

部署別の研修実施、リーフレットを新たに作成・配布、
相談専用メールアドレスの設置、行為者に対する再発
防止社外研修への派遣

管理職研修として、労務管理教育の中にハラスメント
教育を組込み実施

ハラスメントに対する企業トップからのメッセージやガ
イドライン、既存の窓口などの再度周知を社内イント
ラにて実施

ハラスメント撲滅と働きやすい職場の実現に向けた
「ハラスメント撲滅労使共同宣言」を労使で発信、ハラ
スメントにおける社内ルールとして2020年上期に規
則の新設

管理職へのハラスメント防止教育制度を導入

全体での理解促進と現状を把握しての早期教育およ
び継続的な教育プログラムの策定、規則の制定

パワハラ防止措置法制化の動向を踏まえた就業規則
の見直しに向けた検討の推進

労使による「ハラスメント対策委員会」の設置について、
５単組で要求し、１単組で「ハラスメント対策協議会」の
設置を確認し、４単組で設置に向けて協議を進めるこ
とを確認した

マネジメント層へのハラスメント防止に向けた教育の
実施

心の健康づくりをはじめとした健康管理対策やハラス
メント対策の推進については、共通の課題として、これ
までも積極的に取り組んできた
セクシュアル・ハラスメントの防止については、外部の
者からの相談窓口を人事院に設置することや、幹部職
員、課長級職員への研修実施の義務化などの措置を
講じることを予定している
また、職場におけるパワー・ハラスメント防止対策につ
いて検討するため、有識者による検討会を設置し、そ
の第１回の会議を３月１１日に開催した。引き続き健康
安全対策の取り組みを進めていきたい

同性パートナーとの特別休暇（社員の結婚）を取得可
能に改正

2．男女平等の推進

（６）あらゆるハラスメント対策と差別禁止に関する取り組み

要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

ハラスメント対策に向けた実態把握、
体制整備

ハラスメントについて、
必要な対策を着実に実施すること

働き方を多様かつ
柔軟に選択できる環境整備

妥結

妥結

あ
ら
ゆ
る
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
防
止
に
向
け
た
取
り
組
み

正社員の育児休業復帰後の昇給時に、当該の減号俸
を全回復する。また育児部分休業、介護休業、介護部
分休業の取得時の減号俸を廃止

男性社員の育児支援制度の利用状況や制度を利用しや
すい職場環境に向けた取り組みを労使委員会で論議

配偶者出産特別休暇拡大（2日→3日）

男女問わず参加可能な育児関連セミナーの開催など
を通じた男性の育休取得促進

両立支援制度を含む職員の休暇、休業等については、
これまで普及状況等を見ながら改善を行ってきたとこ
ろであり、引き続き、関係者の意見も聴きながら必要
な検討を行っていきたい

不妊治療をサポートする休職制度を新設

再採用制度及び早期役職復帰制度の対象について、
がんに加え、「不妊治療」を対象に追加

傷病積立休暇の使途に不妊治療を追加

保存年次有給休暇の取得事由に不妊治療を追加

「治療と職業生活の両立」に向けて、不妊治療や私傷病
欠勤・休職制度との整理を含め、業態共通テーマとして、
中央労使間（産別と業界団体）で協議を進めている

・ライフステージに応じ、社会的要請に応
える休暇・休業制度を改善・拡充すること
とし、休暇・休業制度の利用実態を検証
し、制度の改善や環境整備に努めること
特に、家族介護を理由とした離職を防止
するため、介護休業制度を整備すること
・両立支援制度が円滑に活用できるよう、
その周知をはかるとともに、育児短時間
勤務、育児時間等について、子の年齢要
件等取得要件を緩和し、そのあり方を改
善すること

（７）育児や介護と仕事の両立に向けた環境整備

要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

男
性
の
育
児
休
業
取
得
促
進
に
向
け
た
取
り
組
み

不
妊
治
療
と
仕
事
の

両
立
に
向
け
た
取
り
組
み

多様な価値観・働き方の
実践に向けた環境整備

再採用制度の拡充による環境整備

不妊治療に関する休暇制度の導入

育児・介護施策のさらなる充実と
働く環境整備

男性育児休業取得率の
向上に向けた取り組み

配偶者出産特別休暇拡大（2日→3日）

病気有給休暇、治療と職業生活の
両立支援制度の整備・拡充

妥結

継続協議

妥結

取り組み中

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

継続協議

継続協議

妥結

妥結

妥結

継続協議

継続協議

妥結

妥結

妥結

妥結

産前産後休暇について473単組、育児・介護休暇につ
いて486単組が要求

育児休暇対象期間延長（小学校3年→小学校6年）/育
児時短制度改定/育児に関する保存有給休暇の日数
拡大

①育児のための休職および短時間・時差勤務に関する
基準の見直し（小学校進学前から小学校4年進級前
へ変更）
②子の看護休暇の制度拡大（小学校進学前から小学
校4年進級前　1人5日、2人以上10日、無給から有
給へ変更）

子の看護休日および介護休日の5日（有給）について
時間単位の取得を認める

在宅勤務制度の拡充の可否も含め、柔軟な勤務体制
について、労使「働きがい」推進委員会で協議する

（８）「男女平等の推進」に関するその他の取り組み

要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

そ
の
他
の
取
り
組
み

育児・介護等に関わる制度の整備・
拡充の取り組み

継続して取り組む

妥結

妥結

妥結

妥結
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要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

育児・介護等に関わる制度の整備・
拡充の取り組み

短時間勤務制度の整備・拡充の取り組み

男女平等参画推進の取り組み

女性活躍推進法にもとづく
事業主行動計画策定に向けた取り組みや
着実な進捗の有無を確認する取り組み

次世代育成支援対策推進法にもとづく
点検、行動計画の策定、取り組みの点検

そ
の
他
の
取
り
組
み

妥結

育児に伴う所定労働時間の短縮措置について、２単組
で要求した（現行は小学校入学まで）。具体的には、１
単組で「小学校卒業まで」、１単組で「小学校３年生ま
で」。結果、１単組（「小学校３年生まで」）で要求通り、１
単組で「小学校２年生まで」に拡大した

介護休業中の社会保険料について、規定の各期間内
に復職した場合に会社が負担

人事部に介護に関する相談窓口を設置

積立年次有給休暇の適用を拡大し、配偶者の出産休
暇を追加

短期育児休職制度を新設（最長2週間・100%有給・満
3歳まで）

子育て支援手当として子ども1人につき10,000円を
支給、子女が結婚する際に3日間の特別休暇を付与

子育て支援手当として月額10,000円支給

育児休業給付金と賃金月額×80%との差額を会社が
保障

①「子の看護休暇」の対象期間を延長し、「中学校就学
の始期に達するまで」とする

②「孫の看護休暇」を新設し、期間は「中学校就学の始
期に達するまで」とする

③「育児短時間勤務」の対象に「孫」を追加する
④「所定時間を超える時間外労働を免除」する対象に
「孫」を追加するとともに、対象期間を延長し、「中学
校就学の始期に達するまで」をする

介護を事由とした短時間勤務制度の導入、育児を事
由とした短時間勤務制度のパターン追加による、柔軟
な働き方の選択肢の増加

育児短時間勤務制度の適用について小学校未就学児
から小学校3年生まで拡充

ポジティブ・アクションの促進

女性活躍推進法にもとづく実態把握

全単組で2018年度の取り組み（進捗状況）について
点検を行った。そのうえで、自組織における行動計画
の具体的な取り組みの推進や見直し等、必要な対応に
ついて協議した

全単組で2018年度の取り組み（進捗状況）について
点検を行った。そのうえで、自組織における行動計画
の具体的な取り組みの推進や見直し等、必要な対応に
ついて協議した

第22回中央執行委員会（2019.5.23）確認
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1,530
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0
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0

0

0

100

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

47 

48 

33,465

5,815

6,836,732

0

374

1,216,923 

0

374

528,008 

0

0

49,797

13,564

113,608

176,969

（21地方連合会  64組合）

（47地方連合会 502組合）

（21地方連合会 107組合）

地方連合会の現況（2018.9.30現在）

688,915

ＵＡゼンセン

自 治 労

自 動 車 総 連

電 機 連 合

Ｊ Ａ Ｍ

基 幹 労 連

Ｊ Ｐ 労 組

生 保 労 連

日 教 組

電 力 総 連

情 報 労 連

運 輸 労 連

私 鉄 総 連

フ ード 連 合

ＪＥ Ｃ 連 合

損 保 労 連

国 公 連 合

Ｊ Ｒ 連 合

サービス連合

交 通 労 連

海 員 組 合

航 空 連 合

ゴ ム 連 合

紙 パ 連 合

全 電 線

全 国 ガ ス

Ｊ Ｒ 総 連

印 刷 労 連

ｾ ﾗ ﾐ ｯ ｸ ｽ連合

全 水 道

31

32
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37

38

39

40

41
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43

44

45

46

15,008

13,725

9,577

9,515

8,871

8,500

5,362

4,296

4,228

4,060

2,970

2,800

2,599

1,354

1,200

766

6,797,452

0

147

4

6,185

2,070

430

209

757

445

0

0

420

0

0

0

112

1,216,549 

0

147

4

5,343

2,070

430

209

757

330

0

0

420

0

0

0

112

527,634 

0

0

0

842

0

0

0

0

115

0

0

0

0

0

0

0

688,915

全 銀 連 合

全 国 農 団 労

メディア労連

全 自 交 労 連

全 労 金

ヘルスケア労協

森 林 労 連

労 済 労 連

労 供 労 連

全 印 刷

自 治 労 連

全国ユニオン

全国競馬連合

Ｊ Ａ 連 合

港 運 同 盟

全 造 幣

日 建 協

日 高 教

特 別 参 加 組 織

地 域 ユ ニ オ ン

地方直加盟組織

地方連合会合計

構 成 組 織 総 計

小 計

連合登録人員数

No. 構成組織 内
パート等

20時間
以上

7,013,701

友好参加組織

連合登録人員 2019年（1～12月）

2019年
登録人員 20時間

未満
No. 構成組織 内

パート等
20時間
以上

2019年
登録人員 20時間

未満

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

妥結

前進あり

交渉中

交渉中

継続協議

継続協議
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